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概要書 
近年、企業の社会的取り組みを義務から戦略に転換しようという動きが加速してい
る。Kotler(2007)によると、「企業の社会的取り組み」とは、「社会的コーズへの取り
組みを支援し、社会的責任を果たすために企業が行う主要な活動」である。この戦略
の 1 つとしてコーズ・リレーテッド・マーケティング(Cause-Related Marketing 以降
「CRM」と記す)が注目されてきた。1980 年代にアメリカン・エキスプレス社が行っ
た自由の女神修繕キャンペーンでの成功が CRM の威力を世界中に知らしめたのであ
る。そこで CRM を活用しようと、その効果的なマネジメント方法を求めて多くの研
究がなされてきた。 
しかし、「コーズと結びつくことにより、特定製品・サービスの売上が増加する」と
いう CRM ならではの直接的利益にとって効果的なマネジメント方法を示したものは
少ない。また、それらで示された方法も、「消費者のコーズに対する関与度」といった
企業側がマネジメントしにくい要素に加え、製品カテゴリーや業態など様々な要因に
よって効果が制約されてしまうものが多い。したがって、消費者側の特徴や製品、業
態などの特徴によって効果が制約されにくい CRM のマネジメント方法が必要だと考
えられる。 
そこで、本研究では Stefanie et al.(2012)が明らかにした「CRM において消費者に
コーズを選択させることにより、消費者のコーズに対する貢献認識が強まり、その結
果 CRM 製品に対する購買意欲も高まる。」という見解を基に、消費者の貢献認識を強
化する選択型 CRM について考察する。実際、選択が人に対して心理的・身体的にポ
ジティブな影響を与えることはマーケティングのみならず脳科学や心理学など様々な
分野で明らかにされており、また、選択のように自ら労力をかけることによって得ら
れる結果を人がいかに過大評価するかということも、マーケティング以外に社会心理
学の分野で明らかになっている。 
第 1 章は、本論文の背景として、市場環境の変化や消費者の社会貢献への意識の変
化、それに伴う企業の社会的取り組みの変化を概観した上で、問題意識を提示してい
る。その上で、「コーズの選択」が CRM キャンペーンにもたらす効果への期待を考察し、
本研究の目的と意義を論じていく。 
 第 2 章では、Kotler (2007)に基づき、「企業の社会的取り組み」のうち最も主要な 6
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つの取り組みを紹介した上で、その 1 つとしての CRM の定義を明らかにする。 
 第 3 章では、広告コミュニケーションや、コーズの特性、企業のコーズに対する支
援方法などの観点から CRM マネジメントに関する先行研究をレビューする。 
 第 4 章では、本研究の要となる「選択」が人に与えるインパクトについて説明した
後、選択肢の数や選択肢の異質性の高さ等、選択による消費者の満足度向上にとって
重要とされてきた要因を先行研究を通して紹介する。その上で、選択に伴う「貢献認
識の強化」という効果について説明し、「人は自らの貢献度を過大評価する」という点
についてマーケティングと社会心理学の研究を用いて紹介する。 
第 5 章では、第 4 章までの先行研究を踏まえたうえで、消費者の CRM 製品購買意
欲向上に効果的な選択型 CRM の方法を提示することを目的とし、6 つの仮説をたてた。 
まず、選択肢の異質性の高さ・消極的自由(「CRM に参加しなくても良い」自由)と
いう観点から、仮説 1 を「消費者がキャンペーンにおいて購買代金の一部を割引に充
てるか、寄付に充てるかを選択できる場合、選択権無く CRM キャンペーンに参加さ
せられる時と比較してコーズに対する貢献認識(以下、「貢献認識」とのみ記す)は強く
なる。」とした。また、選択肢の豊富さ・積極的自由(消費者が自分の力で結果を変え
られると感じる度合いが高い)という観点から仮説 2a～c をたてた。仮説 2 では、消費
者が寄付をしたいコーズの種類(ピンクリボン運動、UNHCR 等)を選択した場合(仮説
2a)や、コーズの種類とその支援手段(コーズの種類でピンクリボン運動を選択したと
すれば、「自治体へのマンモグラフィー機器寄贈」、「女性放射線技師の育成」等)を段
階的に選択した場合(仮説 2b)は、それぞれあらかじめコーズが決定している CRM キ
ャンペーンの場合と比較して、消費者の貢献認識が強いという仮説をたてた。さらに
仮説 2c では、仮説 2a と 2b の貢献認識への影響度を比較した。そして、仮説 2 のよ
うに CRM キャンペーンの内容において消費者に選択の自由がある場合、選択対象が
「コーズ」であるゆえの選択上のリスクが存在することを考察した上で、仮説 3 は、
「消費者にとって〈割引か寄付か〉というキャンペーン選択ができる場合、CRM キャ
ンペーンにおいてコーズの種類や支援方法を選択できる時と比較してコーズに対する
貢献認識は強くなる。」とした。最後に仮説 4 は Stefanie et al.(2012)と同様、「選択に
よって消費者の貢献認識が高まることにより、CRM 製品に対する購買意欲が高まる。」
とした。 
 第 6 章では、調査方法である。調査概要を説明し、本調査で用いるコーズを選定す
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るための事前調査の方法と結果を提示した後、本調査の方法を提示する。本調査は、
早稲田大学商学部の学生 372 名を対象に行った。そのうち、332 人(キャンペーン選択
で「割引」を選んだ 40 名分は除いた)をシナリオによって 4 つのグループに分け、ア
ンケート調査を行った。シナリオは、「キリンビバレッジが生茶を対象とし、キャンペ
ーンを行っている」という全グループ共通のシナリオの後に、①選択権無し②キャン
ペーン選択③コーズ種類選択④コーズ種類＋コーズ支援手段選択というように、選択
状況に応じたグループ別シナリオが続いている。各シナリオ中で選択権を与えられた
被験者には選択をしてもらい、その後に被験者全員に「貢献認識」と「購買意欲」に
ついて 7 点尺度のリッカート法で回答してもらった。 
第 7 章は、仮説の検証である。第 6 章で示した①～④のグループについて、各選択状
況が有る場合を「1」、ない場合を「0」というダミー変数に置き換え、パス解析を行っ
た。結果、仮説 1、2b、2c、3、4 は支持され、仮説 2a のみ支持されなかった。した
がって、仮説 2a を中心に考察を行い、4 つの示唆を得た。第一に、消費者によるキャ
ンペーン選択は、消費者の貢献認識にプラスの影響を与えること。第二に、CRM キャ
ンペーンにおいて消費者にコーズ選択をさせることは、消費者の貢献認識に影響を与
える。ただし、プラスの影響にするには選択のさせ方が重要である可能性が高い。そ
の方法の 1 つとして、「コーズの種類とその支援手段を段階的に選択させる」という方
法が考えられるということ。第三に、キャンペーン選択のほうが、コーズ選択よりも
消費者の貢献認識に与えるプラスの影響が大きいということ。最後に、キャンペーン
選択やコーズ選択の機会を与えることで、消費者の貢献認識が強くなることにより、
CRM 製品に対する購買意欲も高くなるということだ。 
 第 8 章は、終章であり、まずは本研究のまとめと貢献を述べている。学術的貢献は、
選択型 CRM における選択方法のバリエーションについて初めて実証的に検証を行っ
た研究であることだ。また、Stefanie et al(2012)の研究で確認された「消費者のコー
ズに対する貢献認識が強まることにより、CRM 製品購買意欲が高まる」という効果を
いくつかの選択方法をもって改めて確認したことにより、現在はまだ数少ない選択型
CRM という CRM マネジメントの方法について研究意義を示した点で意義があると考
えられる。実務的貢献は、先行研究と比較して「CRM において消費者に選択をさせる。」
という非常にシンプルな CRM マネジメントの方法を具体的に示した点である。現在
実施されている選択型 CRM の例は多くはないが、インターネット上で実施されてい
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る。インターネットによって、企業にとっては情報を提示できる場が広まり、消費者
は能動的に気軽に情報を得られるようになった。選択型 CRM という消費者の主体的
な CRM 参加のあり方は、このような時代に即した、検討する価値のある CRM である
と考える。最後にこれらを踏まえ、今後の課題を述べている。  
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第 1 章 研究背景と目的・意義 
1. 研究背景 
(1) 社会的取り組みのアプローチ変化 
近年、企業の社会的取り組みを義務から戦略へ転換しようという動きが加速している。
Kotler(2007)によると、企業の社会的取り組みとは、「社会的コーズへの取り組みを支
援し、社会的責任を果たすために企業が行う主要な活動のこと」である。そして世良
(2007)によるとコーズ1とは、「良いことなので、支援したくなるような対象」のことで
ある。この動きの大きな発端となったと指摘される出来事が 2 つある。それは、1950
年代にアメリカの最高裁の判決によって、企業の寄付行為や社会的課題への取り組み
を禁止してきた法的規制や不文律が取り払われたことと 1989 年に起こったエクソ
ン・バルディーズ号の原油流出だ。この事件以来、「企業は以前よりも主体的に社会的
取り組みをするべき」との圧力が日ごとに高まっていった。 
 
(2) 従来型アプローチ：義務を果たす 
Kotler(2007)によると、1990 年代以前は、高まるプレッシャーを受けて「何をした
らよい会社として映るのか」という視点で取り組む傾向が強かった。したがって特定
の取り組みを計画し、実施するにあたり「できるだけ簡単にできる善行をせよ」とい
うことが経験則となっており、その結果安易な支出に結びつく傾向にあった。企業の
取り組みを目立たせることが目標あるいは関心事ではなかったため、企業は資金を提
供することで、数あるスポンサーの一社となることに満足していた。また、それ以上
のことは求めていなかったため、企業戦略あるいはマーケティング・人事・営業のよ
うな事業活動と寄付プログラムを統合し、連動させる努力はほとんどなされていなか
った。 
                                                   
1Kotler (2007)をはじめとしてコーズを「主張」や「大義」と説明するものも多いが、日本人
にとっては「コーズ」という言葉の馴染みが薄く、理解しづらいため、世良 (2007)のように、
アメリカン・エキスプレス社の事例における「自由の女神財団」のような実態のある組織や活
動を指すと捉え、「良いことなので、援助をしたくなるような対象」とする。 
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(3) 新たなアプローチ：同時に企業目的の達成を果たす 
しかし、Kotler(2007)によると、新たなアプローチでは社会的取り組みが「最適な活
動となるように最善を尽くす」というスタンスが取られ、図表 1-1 や図表 1-3 に示す
ように企業の事業活動と社会的取り組みは一体化する傾向にある。その背景には消費
者の意識変化と市場のコモディティ化があると考えられる。恩蔵(2007)によると市場
のコモディティ化とは「企業間における技術水準が次第に同質的となり、製品やサー
ビスにおける本質的部分での差別化が困難となり、どのブランドを取り上げてみても
顧客側からすると殆ど違いを見出すことができない状態」である。従来のように機能
的価値だけを追求していると売上が低下し、収益が下がってしまうという厳しい状況
の中で、企業は脱コモディティ化のために、さらなる資源の投入を余儀なくされた。  
 
図表 1-1 マーケティングとモチベーションと CSR の変遷 
 
出所：日経エコロジー(2012)を基に作成
11 
 
一方で、図表 1-2 に示すように、消費者の社会意識は多少の変動がありつつも年々
高まっていることから、社会的取り組みは単に義務として企業の資源を減らしてしま
う要因ではなく、取り組み方によっては「消費者の興味を喚起し、業績を向上させる」
という効果を持つものとして、限られた資源の効率的な配分を目指す多くの企業にと
っての課題となったと考えられる。 
図表 1-2 社会意識に関する世論調査 
 
出所：内閣府(2011 年度)を基に作成 
 
図表 1-3 社会的取り組みと企業の関係の変化 
CSR 全般 環境側面 企業観・役割 
社会貢献ビジネス 
(本業と一本化) 
環境ビジネス 社会問題解決と共に成長 
CSR 経営 
(収益拡大) 
環境経営 社会問題に持続的に取り
組む 
社会貢献 
(自主的活動) 
環境保全 性善説的イメージ 
コンプライアンス 
(法令順守) 
環境規制対応 性悪説的イメージ 
出所：日経エコロジー(2012)を基に作成
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2. 問題意識 
以上のような背景の下に、近年企業は大きく分けて次の４つの形で社会的取り組み
を戦略的に実践している。 
 
図表 1-4 近年における企業の社会的取組みの実践 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：博報堂(2010)を一部修正 
 
この中でも CRM はアメリカン・エキスプレス社の成功を皮切りに非常に注目され
るようになった。葛(2009)によると、アメリカン・エキスプレス社は 1983 年に全米規
模の「自由の女神修繕キャンペーン」を行った。キャンペーン内容は、同社のカード
が使用されるたびに１セント、同カードの新規発行 1 件ごとに 1 ドルを、自由の女神
像修繕のために寄付するというものであった。結果、同社は自由の女神財団へ 170 万
ドルの寄付をすることができた。さらに、キャンペーン期間中の同社のカード利用率
は前年比 28 パーセント増、新規カードの発行は 45 パーセント増となり、大きな成功
を収めた( Wall,1984 ) とされている。この成功は CSR 活動によって期待できる、企
業の評判・市場価値の向上(Luo and Bhattacharya,2006)、協力的なコミュニティ、顧
客ロイヤルティの強化、質と生産性の改善、従業員のロイヤルティ向上と定着率の強
化(Moir,2001;Idowu and Towler,2004)、リスクマネジメントなどの長期的利益(Luo 
and Bhattacharya,2006)だけではなく、販売増という短期的な利益も得られるという
社会テーマを取り入れた 
商品・事業開発 
CSR コミュニケーション CRM 
弱 
社会テーマによる 
企業ブランディング 
強 
本
業
と
の
関
連 
 
本
業
と
の
関
連 
い 
小 大 収益への貢献 
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ことを証明した点で、企業にとって画期的なものだったのだ。 
しかし葛(2009)によると、同社が行ったキャンペーンの始まりは、1981 年にサンフ
ランシスコ地区の芸術振興のため、カードの利用額の増加分に応じて寄付をするとい
う旨のキャンペーンを行った時であり、その後もカード利用と連動して地域団体に寄
付するというキャンペーンを全米 31 地域で行ったが (Wall,1984)、このような地域で
のキャンペーンにおいてはカード加入やカード利用の増加という効果は小さく、その
意味で、同社の行ったキャンペーンはマーケティングとしての高い効果をもたらすも
のではなかったという見方もされている(Higgins,1986)。確かにこのような 1981 年か
ら 1983 年までの背景を考慮すると、1983 年におけるキャンペーンでのカード利用
率・加入率の増加という効果は 2 年間で蓄積された同社のブランドイメージの賜物で
あり、1983 年のキャンペーンそのものによって実現できた利益ではないという見方も
できる。 
 では、企業の「販売増」という期待に応える CRM のあり方とはいかなるものか。「販
売増」に影響する要因についての CRM 研究は今までもなされてきた。しかし、それ
らの研究は消費者の関与度など、企業側がマネジメントしにくい要素を含んでいるも
のが多い。したがって企業側がマネジメントしやすい要素を明らかにすることが必要
だと考えられる。そこで、「コーズの選択」に注目したい。Iyengar(2012) で述べられ
ているように、脳科学研究をはじめとして多くの分野で「選択」は人間が本能的に好
む行動であることが証明されている。選択の影響力を CRM に活かす方法が明確にな
れば、企業は CRM マネジメントをしやすくなるはずだ。 
 
3．研究目的と意義 
本研究の目的は、CRM キャンペーンにおいて CRM 製品の販売増という直接的利益
をあげるにあたり、効果的かつ汎用可能な選択型 CRM キャンペーンの方法を提示す
ることである。 
 前節までで述べたとおり、効果的な CRM キャンペーンを意図して考慮されてきた
要因は、消費者のコーズに対する関与度、コーズの地域性など企業がマネジメントし
にくいものが非常に多かった。また、それに加えて CRM キャンペーンを行う企業の
業態や、寄付する製品等によって、消費者の CRM キャンペーンに対する態度が大き
く変動してしまうとなると、今までの研究から 1 つの具体的な施策を導き出すのは難
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しい。したがって本研究では、キャンペーン選択、コーズの種類選択、コーズの種類
とその支援手段の選択という 3 つの選択型 CRM キャンペーンのパターンを想定し、
シナリオを用いたアンケート調査を行うことで、どの企業でも利用可能な具体的施策
を導き出すことを目指した。 
 本研究は Stefanie et al.(2012)の「CRM における選択が、消費者のコーズに対する
貢献認識にプラスの影響を与え、購買意欲にもプラスの影響を与える。」という見解を、
具体的なバリエーションをもって検証した初の研究である。したがって、学術的には
「CRM における選択」という数少ない研究領域の意義を示せたと考えている。また、
本研究により、それぞれの選択型 CRM キャンペーンによる消費者の CRM 製品購買意
欲への影響の違いを確認できるため、実務的にも CRM キャンペーンを行う際の一助
になると考えている。  
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第 2 章 CRM の定義 
第 1 章では、「社会的コーズへの取り組みを支援し、社会的責任を果たすために企業
が行う主要な活動」として、「企業の社会的取り組み」いう概念を紹介した。企業の社
会的責任とは CSR (Corporate Social Responsibility) のことであり、Kotler(2007) に
よると「企業が自主的に、自らの事業活動を通して、または自らの資源を提供するこ
とで地域社会をより良いものにするために、深く関与していくこと」である。すなわ
ち、「企業の社会的取り組み」とは、CSR の実践形態だと理解することができる。そ
こで、Kotler (2007) を基に、企業の社会的取り組みのうち、最も主要な 6 つの取り組
みをマクドナルドを例に紹介した上で、その取り組みの 1 つである CRM の定義を明
確にする。 
Kotler (2007,p.45-54)では『フォーチュン』誌(2000~2002 年、2004 年)で「企業の
社会的責任に関して最も称賛される企業」とされたマクドナルドを例に 6 つの社会的
取り組みを紹介している。それは以下のものである。 
 コーズ・プロモーション：インターナショナル・ユース・キャンプ 
2000 年、世界中から 400 以上もの男女が、芸術・スポーツ・国際文化交流を目的と
してオーストラリアのシドニーに集う、オリンピック・ユース・キャンプのメジャー
スポンサーとなった。このスポンサー活動を通じ、才気溢れる若い企業市民に対して
栄誉を与え、敬意を表している。 
 コーズ・リレーテッド・マーケティング( CRM ) : 世界子供の日 
2002 年 11 月 20 日、世界 100 カ国を超えるマクドナルド店舗で世界的な募金活動
が展開された。これらの活動は資金調達に加え、ロナルド・マクドナルド・ハウス・
チャリティーズを含む地方の子供たちの福祉への関心を高める目的で取り組まれてい
る。 24 時間で 1200 万ドル以上の募金が集まり、店舗売上げは低いところでも 5%
増、高いところでは 300%増にまで達した。これらの結果は大いなる挑戦の賜物といえ
る。マクドナルドのマネジャーは、最適な日取りの決定から 100 カ国を超える国々の
様々な法律や文化の違いを考慮しながら、イベントの設計に取り組まなければならな
かった。 
 ソーシャル・マーケティング：イミューナイズ・ヘルシー・ライブス 
ロナルド・マクドナルド・ハウス・チャリティーズでは、子供やその家族を支援す
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る目的で、米国小児科アカデミー(APP)や米国内のヘルスケア会社と一緒にチームを組
み、子供にとって脅威となる病気に対する予防教育プログラム「イミューナイズ・フ
ォー・ヘルシー・ライブズ」を 1994 年から展開している。 具体的には、店舗内トレ
ーの敷き紙でワクチン接種に関する有益な情報を提供することに加え、ノースカロラ
イナ州では注射スケジュールの配布を行ったりと地域独自の取り組みも行った。 
 コーポレート・フィランソロピー：ロナルド・マクドナルド・ハウス・チャリ
ティーズ 
ロナルド・マクドナルド・ハウス・プログラムを基礎とした慈善事業である。ロナ
ルド・マクドナルド・ハウス・プログラムは、自宅から遠く離れた病院で深刻な病児
に治療を受けさせている家族に憩いの場を提供するものである。このプログラムや、
子供の健康・福祉を直接改善することを目的に活動する他の組織への交付金の資金獲
得のために、チャリティーを運営することに真剣に取り組んでいる。  
 地域ボランティア：災害救助 
マクドナルドには、オーナー、従業員、サプライヤーなどを通じて災害に見舞われ
たコミュニティを支援し助け続けてきた歴史がある。9.11 同時多発テロの際には、数
週間、被災地にあたる米国国防総省、ニューヨーク市、ペンシルベニアの近くに、マ
クドナルドの可動式レストランを設置し、24 時間体制で 75 万食以上を無料で提供し
た。被災地では、45 フィートの移動式ユニットが設置され、復旧作業に携わる人たち
のために、マクドナルドのクオーター・パウンダーやチキンマックナゲット、水やソ
フトドリンクが提供された。 
 社会的責任に基づく事業の実践：リサイクル 
マクドナルドでは、パッケージの量を減らし、リサイクル製品の利用を促進する活
動が積極的に行われている。1990 年代前半には、世界のほとんどのマクドナルドでテ
イクアウト用の紙袋を 100%純正紙から漂白されていない再生紙へと変更したり、
2002 年には 4 億 6000 万ドル購入した包装紙のうち、実際の使用量を 3500 万ポンド
まで減少させたりした。 
 
以上のような実際の取り組み例からわかるように、CRM は支援の資金源を「販売・
製品利用による」としている点で、他の活動と一線を画す。この点、Varadarajan and 
Menon (1998) や、三輪・丸谷(2004)でも CRM の定義として、企業の商品やサービス
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の売上が、コーズ支援の重要な資金源となっていることを示している。 
図表 2-1 マクドナルドの「企業の社会的取り組み」  
 説明 例 
コーズ・プロモーション 意識向上、資金調達、ボラン
ティアに関するプロモーショ
ンを通じた社会的コーズの支
援 
2000 年オーストラリアのシ
ドニーでオリンピック・ユー
ス・キャンププログラムを後
援 
コーズ・リレーテッド・マー
ケティング(CRM) 
製品販売、製品利用をベース
とした社会的コーズ。収入の
数パーセントを寄付として利
用 
世界子供の日にビッグマッ
クなどの特定商品の販売か
ら 1ドル寄付に充てる取り組
み(2002 年 11 月 20 日) 
ソーシャル・マーケティング 活動改善 
キャンペーンの支援 
子供に対する時宜を得た予
防接種の促進 
コーポレート・フィランソロ
ピー 
慈善事業や社会的コーズへの
直接的な貢献 
深刻な病気にかかっている
子供を持つ家族が滞在する
場所(ロナルド・マクドナル
ド・ハウス)を提供 
地域ボランティア 地域社会に対してのボランテ
ィア・サービスの提供 
9.11 同時多発テロの被災地
で専門家やボランティアに
食事を提供 
社会的責任に基づく事業の実
践 
社会的コーズを支援する事業
の実践と投資を承認・管理 
再利用紙による商品包装な
らびに包装資材の削減 
出所：Kotler(2007)を基に作成                       
 
したがって、本研究における CRM の定義は Varadarajan and Menon(1988)が示し
た「消費者がある企業の製品やサービスを購買する際に、それに応じて当該企業が売
上のうち一定割合の額を特定のコーズに寄付するという貢献によって特徴付けられる
マーケティング活動を計画・実施するプロセス」とする。 
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第 3 章 CRM マネジメントに関する先行研究 
第 2 章で述べたように、CRM を Varadarajan and Menon(1988)が示した「消費者
がある企業の製品やサービスを購買する際に、それに応じて当該企業が売上のうち一
定割合の額を特定のコーズに寄付するという貢献によって特徴付けられるマーケティ
ング活動を計画、実施するプロセスのことである。」と捉えた上で、本章では CRM マ
ネジメントにとって重要かつ実際に考慮可能な要素を明らかにした先行研究を紹介す
る。 
1. 先行研究の概観 
(1) Ellen et al.(2000)の研究 
消費者の CRM に対する評価を高める要因として、①コーズのタイプ(突発的な災害か、
恒常的な問題か)、②企業のコアビジネスとコーズに提供するモノの一致度、③コーズ
への寄付形態(モノか現金か)、④企業のコーズに対するコミットメントの度合いという
点を取りあげ、食料品店とホームセンターの 2 つのケースを想定して調査を行った。
調査対象は主要大学に通う 374 人の成人学生である。 
結果、どちらの場合についても、①突発的な災害のほうが、恒常的な問題に対する寄
付よりも消費者の評価が高かった。また、③モノのほうが現金で寄付を行った場合よ
りも、消費者の評価が高かった。 
しかし、②企業のコアビジネスとコーズへの提供物の一致度については、食料品店の
場合、消費者の評価に影響はなかった。一方、ホームセンターの場合、消費者はコア
ビジネスと一致しないモノを提供物としたほうが、一致したモノを提供物とするより
も高く評価した。この結果については、食料業界は業界全体として、長年あらゆる形
で CRM に取り組んできたという認識が一般的にあるが、ホームセンターについては
そのような認識がないため、コアビジネスとの一致度が低いほうが利他的に見られ、
消費者の評価が高まるのだと考察されている。 
また、④企業のコーズに対するコミットメント度合いについては、CRM を通して集
まった寄付額と同額を企業が上乗せして寄付をするという「マッチングギフト」を行
った場合(コミットメントが高い場合)と、CRM で集まった額をそのまま寄付する場合
(コミットメントが低い場合)で比較を行った。これについては「コミットメントが高い
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ほうが、消費者の CRM に対する評価が高まる」という仮説が立てられていたが、結
果的に有意な差は見られなかった。これについては、調査票の設計による天井効果が
原因の可能性があると考察されている。 
 
(2) Grau and Folse(2007)の研究 
コーズと消費者との距離感、メッセージのフレーミング効果がコーズに低関与な消費
者のキャンペーン態度やキャンペーン参加意欲に与える影響について研究を行った。
そして、コーズに低関与な消費者にとっては、地域性が高く、ポジティブなメッセー
ジ表記が効果的だということを 2 つの実験から明らかにした。 
1 つ目の実験では、2(コーズへの関与：低い vs 高い) ×2(コーズの距離：地域性が高
い vs 全国的)の 4 種類の状況に被験者を割り当てた。そのうえで、製品の写真と CRM
キャンペーンのメッセージが載っている広告を見せた。広告には「製品の購買ごとに、
地域の(あるいは全国の)皮膚がんの治療研究のために寄付する」というメッセージが記
されている。 
2 つ目の実験では、25 歳以下の学生を対象とし、2(コーズへの関与：低い vs 高い) ×
2(メッセージ：ポジティブ vs ネガティブ)の 4 種類の状況に割り当てた。コーズの関
与度に関しては、ハーバードメディカルスクールの最近の研究の成果として片方のグ
ループに「55 歳以上は骨の病気にかかるリスクが高いことがわかった」と伝え、もう
一方のグループには「25 歳以下だと骨の病気にかかるリスクが高いとわかった」と伝
えることで、関与度の低い状況と高い状況を設定した。その後、カルシウムサプリメ
ントの広告を見せた。そこには製品の写真と CRM メッセージが記されている。一方
のメッセージは「骨のガンの生存率」に焦点をあてたもので、他方は「骨のガンの死
亡率」に焦点をあてたものである。 
結果、コーズへの関与が高い消費者にとってはコーズとの距離感とメッセージのフレ
ーミング効果は有意な影響を与えないのに対し、コーズへの関与が低い消費者の場合、
コーズとの距離感を近くすることによって、キャンペーンへの態度と参加意欲を高め
ることができ、ポジティブなメッセージ表記によりキャンペーンへの態度を向上させ
ることができると明らかになった。 
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(3) Brink et al.(2006)の研究 
 企業のコアビジネスとコーズの適合度、CRM の実施期間、CRM への資源の投入量、
経営層の CRM に対する関与の程度について長期的・高い場合を「戦略的 CRM」、短
期的・低い場合を「戦術的 CRM」とする先行研究に基づき、仮説をたてた。そのうえ
で、西ヨーロッパの大学に通う 240 人の学生を対象に調査を行うことで仮説を検証し
た。仮説は以下の通りである。 
仮説 1：戦略的 CRM のほうが戦術的 CRM よりも消費者のブランドロイヤルティを
高めることができる。 
仮説 2：企業のコアビジネスとコーズの適合度が高いほうが、消費者のブランドロイ
ヤルティが高まる。 
仮説 3：CRM の実施期間が長いほうが、消費者のブランドロイヤルティが高まる。 
仮説 4：CRM への資源の投入量が多いほうが、消費者のブランドロイヤルティが高
まる。 
仮説 5：経営層の CRM に対する関与の程度が高いほうが、消費者のブランドロイヤ
ルティが高まる。 
仮説 6：CRM を行うことによって消費者がブランドロイヤルティをどれだけ高める
かは、消費者の製品関与の度合いに左右される。(製品関与が高い場合は、CRM によ
ってブランドロイヤルティが高まりやすい) 
仮説 1 については t 検定と分散分析を行った結果、支持。仮説 2～5 については回帰
分析で比較を行ったが、仮説 3 のみ支持となった。仮説 6 については t 検定の結果、
不支持となった。この結果から、①戦略的 CRM と戦術的 CRM の区別をつけているも
のは実施期間の長さのみであること②消費者の低関与な製品については長期的な
CRM を行ったほうが、消費者のブランドロイヤルティが高まるということがわかった。 
(4) Lafferty et al.(2004)の研究 
CRM は企業イメージ向上をもたらす長期的パートナーシップであると捉え、
「CBA(cause-brand alliance)に対する消費者の態度」を従属変数として、これに影響
を与える要因を明らかにするために以下のモデルを提示した。実務的なインプリケー
ションとして特筆すべきは、ブランドとコーズの名称の適合度が CBA に対する消費者
の態度に与える影響は有意であるのに対し、コーズと製品カテゴリーの適合度が CBA
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に対する消費者の態度に与える影響は有意ではないという点である。  
図表 3-1 仮説のモデル 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：Lafferty et al.(2004)を基に作成 
 
(5) Ross et al.(1992)の研究 
消費者の性別と支援先コーズの地域性が、消費者のコーズへの態度と CRM を行う企
業への態度に与える影響を明らかにするため、アメリカ大都市の 238 人の大人(18 歳
以上)を対象に調査を行った。 
支援先コーズの地域性ついては、被験者を半分に分け、一方には「P&G が 25 ある製
品の購買ごとに地域で行われるスペシャルオリンピックに寄付を行う」と書かれた広
告を見てもらい、もう一方には広告の趣旨は同じで、「全国的なスペシャルオリンピッ
クに対して寄付を行う」と書かれた広告を見てもらった。 
結果、女性のほうが男性よりもコーズに対する態度も企業に対する態度も好意的であ
ることが明らかになった。また、地域性についてはわずかな差ではあるが、地域性の
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高いコーズを支援したほうが、全国的なコーズを支援する場合よりも消費者の態度に
好影響を与えられることが明らかになった。 
 
(6) Andrea et al.(2010)の研究 
時間を特定した CRM メッセージ(CRM キャンペーンの結果が短期的に出るものか、
長期的に出るものなのかを明示した CRM メッセージ)が消費者のキャンペーンに対す
る態度、ブランド態度、製品購買意欲を強める要因として、「消費者の時間に対する志
向性」があることを明らかにした。また、このメカニズムによって形成された CRM
キャンペーンへの態度の強弱が、ブランド態度と製品購買意欲の強弱を左右すること
を明らかにした。 
1 つ目の実験では社会的ニーズに対する企業の対応の早さについてのみ述べた広告
を利用し、これに基づいて 2 つの実験を行った。2 つ目の実験では、社会的ニーズが
長期的な取り組みを必要とするか短期的なものかという点と、それに対する企業の対
応が早いか遅いかという 2 種類の要素を含んだ広告を利用している。 
1 つ目の実験では地理的に限定されない、メールでの世帯調査パネル 179 人を対象
に調査を行った。被験者には、同一のサプリメントに対する 2 つの広告を読んでもら
い、質問項目に回答してもらった。結果、現在志向の消費者の場合、広告において社
会的ニーズに対する企業の対応が長期的であることが示された場合よりも、素早いも
のであることが示されている場合のほうが、購買意欲とブランド態度が強まった。一
方、未来志向の消費者の場合は、CRM 達成の時間的な違いを示したメッセージによる
購買意欲やブランド態度への影響はなかった。 
2 つ目の実験では、141 人の大学生(48％男性、平均年齢 22 歳)対象にオンライン調査
を行った。被験者はランダムに 4 つのグループに割り当てられる。それぞれのグルー
プでは、2(ニーズの性質：恒常的 vs 突発的)×2(ニーズに対する企業の対応：遅い vs
早い)で構成した４種類の異なる広告を見せられる。その上で、質問項目に応えてもら
った。結果、将来志向の消費者の場合、長期的な取り組みが必要な社会的ニーズと、
それに対する企業の長期的な対応が示されたときにキャンペーンへの態度・ブランド
態度・製品購買意欲が強まることが明らかになった。一方、現在志向の消費者は、長
期的な取り組みが必要な社会的ニーズと、それに対する企業の素早い対応が示された。 
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ときにキャンペーンへの態度・ブランド態度・製品購買意欲が強まることが明らか
になった。 
図表 3-2 企業の対応が早いケースの広告 
 
図表 3-3 企業の対応が遅いケースの広告 
 
出所：Andrea et al.(2010) 
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(7) Chang(2008)の研究 
広告における CRM キャンペーンの表現が消費者の購買意欲に与える影響に着目し、
製品価格や製品タイプによって、消費者の購買意欲を喚起する寄付額の示し方が異な
るという点(フレーミング効果)を明らかにした。また、一商品あたりの寄付額が大きい
場合にはフレーミング効果は見受けられないことを明らかにした。 
調査は、台湾の 4 つの大学に在籍する夜間主の大学生 947 人(95 人男性、425 人女
性)対象に行った。広告では、特定の商品の購買によって、World Vision に寄付が行わ
れることを示し、商品の写真をのせることで、リアリティのあるものに仕上げた。実
用的低価格商品としては、シャンプー、トイレットペーパーを使用し、実用的高価格
商品としてはカラーインクジェットプリンター、電子辞書を使用した。非実用品につ
いても同等の価格のものを用意した。 
調査では、2(寄付額明示 vs パーセンテージ表示)×2(実用品×実用品でない)×2(高
価格商品×低価格商品)×2(寄付金額が低い×高い)の組み合わせで 16 種類の異なる広
告をデザインした。広告の内容として選択した製品によるバイアスをさけるために、2
つの製品について同様の調査を実施し、質問項目に回答してもらった。結果、以下の 3
点が明らかになった。 
① CRM 対象商品が実用的でない商品の場合は、寄付額についてパーセンテージ表示
するよりも、実際の額を示したほうが消費者の購買意欲が高まる。 
② 1 つの商品につき寄付率が一定である場合、低価格商品については、寄付額をパー
センテージで示すよりも実際の寄付額で示したほうが効果的であり、高価格商品に
ついては寄付額で示すよりも、パーセンテージで示したほうが効果的である。 
③ 1 商品あたりの寄付額が大きい場合は、寄付額のフレーミング効果は見受けられな
い。 
また、この研究では一連の効果の背景として、消費者が「寄付に貢献した」という意
識を持ちやすいことが重要であることを考察している。 
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図表 3-4 検証結果 
 
出所：Chang (2008)を基に作成 
 
(8) Judith et al.(2010)の研究 
Judith et al.(2010)は、企業が消費者に求める購買規模と企業の寄付率が、消費者が
知覚する企業のモチベーション(利他的か利己的か)に影響し、結果的に CRM 製品の購
買意欲につながるメカニズムを明らかにした。実験 1 では①企業の寄付率が高いと消
費者の CRM 対象製品に対する購買意欲が高まるのは、寄付率が高いことによって、
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消費者がその企業を利他的であると捉えるからだということ②企業が消費者に求める
購買量が多いと消費者の購買意欲が低下してしまうのは、部分的には、企業が消費者
に対してより多くの購買を求めることによって、消費者がその企業を利己的であると
捉えるからだということを明らかにした。実験 2 では、③多くの購買量を必要とする
CRM について、消費者に参加を求めた結果、消費者が参加をすると、消費者は企業を
より利己的であると捉え、購買意欲のさらなる低下を招くということを明らかにした。 
実験 1 では 630 人を対象にオンライン調査を行った。2(企業の求める購買量：１つ
のボトルにつき 10 ドル、4 つのボトルにつき 40 ドル)×4(企業の寄付率：5 セント、
20 セント、80 セント、3 ドル 20 セント)で 8 つのパターンの実験用広告デザインを作
り、それぞれ 1 つの広告に被験者をランダムに割り当てた。 
広告は Aveda salon という小売事業者で、「Aveda ブランドの購買につき、National 
Cancer ’s Institute’s center の皮膚がんの対策支援に対して寄付をする」というもの。 
広告を読ませたうえで、商品の購買意欲と企業のモチベーションについて質問項目に
答えてもらった。 
実験 2 は 447 人の学生ではない人を対象に調査を行った。広告デザインを変え、2(企
業の求める購買量：1 つのボトルにつき 10 ドル、4 つのボトルにつき 40 ドル)×2(購
買のみ、購買に加えて、買ったという証明書を企業に送らなければならない)×3(企業
の寄付率：75 セント、2 ドル 25 セント、6 ドル 75 セント)で 12 パターンの広告デザ
インを作り、それぞれ 1 つの広告に被験者をランダムに割り当てた。広告の寄付につ
いての概要は実験 1 と同じもので、広告を読ませた上で、商品の購買意欲と企業のモ
チベーションについて質問項目に答えてもらった。 
図表 3-5 仮説のモデル 
 
出所：Judith et al. (2010)を基に作成  
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企業の CRM マネジメントにおいて具体的な示唆を示したものとしては以上のよう
な研究が挙げられるが、これらの研究から 2 つの問題意識を持った。第一に、数多く
のCRM研究の中でもCRM実施の際の比較的具体的な方法について示したものは少な
く、またその中でも「購買意欲」という CRM のもたらす直接的利益にとって有効な
方法を示したものは非常に少ないことだ。また、それらの方法を実施するにあたって
も消費者側の関与度に加えて、CRM 製品や、CRM を行う企業の業態など多くの要因
によって CRM 効果のプラスマイナスや大小が変動してしまい、企業にとって具体的
な 1 つの方法を導きだすのは難しい。第二に、消費者にとって、「企業が利他的な動機
をもって支援を行っている」というような正当性の判断が直接的に CRM 製品を購買
する動機につながると考えにくい点である。Strong(1996)は、消費者の倫理的な消費
に対する態度や購買意欲に影響する要因として、「各個人の信条」を考慮する必要があ
ると示している。これに基づいて Shaw and Clarke(1999)は、信条にあたるものとし
て①家族、同僚、親族といった主観的に判断可能な基準、②倫理的な責任感、個人の
アイデンティティなど主観的には判断しにくい基準があることを示し、Shaw and 
Shiu(2002)は、②が①よりも消費者の態度や購買意図に強く影響することを明らかに
した。 
葛(2009,21 頁)では、このような購買行動について次のようにまとめている。  
 購買状況における購買者の社会的役割は、商品を選択する場合、社会的地位との
関連における自我イメージと製品イメージを結合することによって、現在の社会
地位または到達したいと望んでいる社会的地位を誇示するというかたちをとって
示される。すなわち、かつてこの点について Martineau は、「われわれが購入す
るあらゆる物は、われわれがどのような種類(地位)の人間であるかと他の人々に対
して伝達し、それを広く社会にデモンストレーションする助けとなる」と述べて
いる。さらに Levy は地位シンボルと関係において「さまざまな用途に使用される
製品は、かつてそうであったよりも生活の多方面にわたって受け入れられている。
これらの製品が地位シンボルとしての特徴を備えていればなおのこと、この種の
製品はそうでない製品に比べて躊躇することなく容易に選択される。……われわ
れの行う商品選択は、観衆に従って、或いは一見衝動的であっても、いずれにお
いても容易に行われている。なぜならば、ある製品は他の製品に比較して、われ
われの目標、感情及び自己決定に対して、シンボルとしての機能を付与するから
28 
 
である」と述べている。このような地位シンボルとしての商品選択は今日では相
当崩れているとはいえ、個性化という点において、自己のおかれている地位を含
めた自我イメージと製品イメージの一致による商品選択の容易性は、今日におい
ても通用する考え方であると考えられる(塩田,2002)。 
このように、商品の購買状況における社会的役割は、購入商品を通じて自我イメ
ージを確認し、また逆に、自我イメージに見合った商品を購入することによって、
自己のおかれている地位或いは個性を他の人たちに誇示することである。つまり、
自我イメージに合った購買行動を行うことによって、自己のおかれている社会的
地位或いは個性を他の人達に誇示するとともに、それらを自ら確認することであ
る(塩田,2002)。 
したがって、消費者は「一般的に正しい、意味がある」と判断しただけでは購買に
は至らない可能性が高いと考えられる。そこで、消費者の理性的な判断を超え、多く
の考慮要因を必要としない、シンプルかつ具体的な方法を考える必要がある。その方
法として、消費者の選択を意図する CRM キャンペーンに焦点を当てた研究を紹介す
る。 
  
2. 本研究の前提となる先行研究 
(1) Stefanie et al.(2012)の仮説 
Stefanie et al.(2012)は、CRM キャンペーンにおいて消費者に寄付をしたいコーズを
選択させることに着目した。そして CRM においてコーズ選択の機会を与えることで、
CRM に対する消費者の好意的な反応を喚起できるのは、「自らの力によって結果を左
右することができる」という消費者の貢献認識によるものだと考え、このメカニズム
を検証した。その理由として、以下のように①選択、②カスタマイズ、③協同作業に
おける自身の貢献に対する評価という多方面での研究で、「自ら手を加える」という意
識が、結果に対して大きい影響力を持つということが明らかになっている点を挙げて
いる。 
① 選択 
Botti and Mcgill(2006)により、人は選択の機会を与えられることによって、自分を
「意義のある行為の主体者」と捉えることが明らかになった。また、Botti and 
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Mcgill(2006)によると、そのように捉えることにより、人は選択結果をより高く評価
する。したがって単にモノそのものではなく、結果的にそのモノが自分の力で得られ
たものなのか、他人の力で得られたものなのかが重要であるということになる。 
② カスタマイズ 
消費者にウェブ上で T シャツの色を選択させただけで、消費者は「自分で T シャツ
をデザインした」と捉え、T シャツの価値を高く評価したという Franke et al.(2009)
の研究により、消費者は実際に製品が自分の好みにどれほど合っているかということ
や、選択にどれほどの労力を必要とするかということよりも、意識として「貢献した」
と感じられることによって、労力をかけた対象を高く評価するということが明らかに
なった。 
③ 協同作業における自身の貢献に対する評価 
Burger and Rodman(1983)などによって人は、他人と共に取り組んだことに対して
自分の貢献を高く評価する傾向にあることが明らかになっている。また、Leary and 
Forsyth(1987)により、この自分の貢献度の過大評価は、人が自分自身をよく捉えた
いと考えるため、その良い自分像の確立のために自分の関わったプロセスも良く評価
しようとするからだと示されている。 
以上のように捉えたうえで、Stefanie et al.(2012)は選択が消費者の貢献認識に影
響を与え、それが選択結果に対する評価を高めるという効果を中心に、その効果の大
きさを左右する要因を検証した。その結果、以下の仮説をたて、全て支持という結果
を得た。 
仮説 1:CRM キャンペーンにおいてコーズの選択機会が与えられた場合、あらかじめ
コーズが決定している時と比較して消費者の CRM 製品購買意欲は高い。 
仮説 2:仮説 1 において、消費者の CRM 製品購買意欲が高まるのは、コーズ選択に
よって消費者の貢献認識が強まるからだ。 
仮説 3:CRM キャンペーンにおいて消費者にコーズを選択させた場合、集団主義の人
は個人主義の人と比較して、CRM 製品購買意欲が高い。 
仮説 4:仮説 3 において集団主義の人が個人主義の人と比較して CRM 製品購買意欲
が高いのは、集団主義の人のほうが貢献認識が強まるからだ。 
仮説 5:CRM キャンペーンにおいて消費者にコーズを選択させる場合、企業のコアビ
ジネスとコーズの適合度が低い時に、消費者の CRM 製品購買意欲が高くなる。適合
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度が高いときには、CRM キャンペーンにおけるコーズ選択は、消費者の CRM 製品購
買意欲にさほど影響を与えない。 
仮説 6:仮説 5 において企業のコアビジネスとコーズの適合度が低い時の方が、高い
時と比較して消費者の CRM 製品購買意欲に与える影響が大きいのは、適合度が低い
時のほうが消費者の貢献認識が強まるからだ。 
仮説 7: CRM キャンペーンにおいて消費者にコーズを選択させる場合、「現状では、
寄付の達成額に到底満たない」という情報を消費者に与えると、消費者の CRM 製品
に対する購買意欲は低くなる。達成額に近い場合は、このようなネガティブな効果は
見られない。 
仮説 8:仮説 7 において、寄付の達成額への遠さが、消費者の CRM 製品に対する購
買意欲にネガティブな影響を与えるのは、消費者の貢献認識が弱まるからだ。 
(2) Stefanie et al.(2012)の調査手順 
以下に、Stefanie et al.(2012)で重点を置かれた、支払い意欲・購買意欲・貢献認識
の調査手順を示す。実験 1 は、消費者の CRM 製品に対する支払い意欲、購買意欲を
明らかにするための 2 つの実験を行った。この 2 つによって消費者の CRM キャンペ
ーンに対する反応を測った。実験 2 では、CRM キャンペーンにおけるコーズ選択が、
消費者の購買意欲にプラスの影響を与える要因として、貢献認識についての質問項目
を設定し、調査を行った。 
(a)実験 1a は、CRM キャンペーンでコーズ選択の機会がある場合において、消費者
の CRM 製品に対する支払い意欲を明らかにすることを目的とし、ローラースケート
リンクの協力を得てフィールドスタディを行った。41 人の大人(平均年齢 41 歳)を対象
に、ローラースケートリンクの売店で売っている有名なキャンディーとコーズを結び
つけて実験を行った。消費者が売店に近づいた際に、スケートリンクは 4 つのチャリ
ティーに協力しており、キャンディーの売上全てがこれらのチャリティーに対して寄
付されることを知らせた。キャンディーには値札がついておらず、消費者には払いた
い分だけのお金を払ってキャンディーを買ってもらう。半分の被験者には自分の払っ
た金額をどのチャリティーに寄付するかを 4 つのチャリティーリストから選んでもら
い、残りの半分の被験者が払ったそれぞれの金額を寄付する先は「リストにある 4 つ
のチャリティーからスケートリンク側が選ぶ」と被験者に伝えた。 
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結果、チャリティーを自ら選んだ被験者のほうが、自ら選べなかった被験者よりも
キャンディーに対して払った金額が高かった。 
(b)実験 1b は、CRM キャンペーンでコーズ選択の機会がある場合において、消費者
の CRM 製品に対する購買意欲を明らかにすることを目的として行われた。主要大学
でマーケティングを専攻する 88 人の大学生を対象に実験を行った。被験者はまず電卓
を製造している X 社についての概要を読まされた。次に X 社が新しい電卓を販売して
いることを伝えられ、その電卓に関する説明書と写真を見せられた。そして「X 社は
電卓の売上の一部を社会に還元しています。」という説明を読んでもらい、3 つのシチ
ュエーション(被験者が選択、企業が選択、１つのチャリティー)にランダムに割り当て
られた。被験者、あるいは企業がコーズを選択するケースでは電卓の売上の 5%が 4
つのリストから選択された 1 つのチャリティーに寄付される旨が被験者に伝えられる。
1 つのチャリティーの場合は、電卓の売上のうち 5%が特定のチャリティーに寄付され
る旨が被験者に伝えられる。(この 1 つのチャリティーについても 4 つのリストのうち
から選んだ 1 つを用いた。)その後、被験者にはそれぞれのシチュエーションにおいて
「どの程度電卓を買いたいと思うか」という質問項目に答えてもらった。 
結果、自分でコーズを選択した場合が最も購買意欲が高くなった。 
(c) 実験 2 は、主要大学でマーケティングを専攻する 95 人の大学生を対象に行った。 
実験の手法は実験 1b と同様で、「X 社の電卓を買ったとしたら、あなたはコーズにど
の程度貢献したと思いますか。」という形でコーズへの貢献認識について質問項目に答
えてもらった。 
結果、自分でコーズを選択した場合が最も貢献認識が高くなった。 
 
この研究は、効果的な CRM マネジメントの方法として「消費者によるコーズの選
択」を挙げた初の研究であり、実際に CRM における選択は以下のような形で行われ
ている。 
 Guliver によるユニセフ支援。中古車の売却・購入いずれか 1 台につき、下記 8
種類の「ユニセフ支援ギフト」の中から消費者が支援物資を選ぶことができる。  
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図表 3-6 Guliver のユニセフ支援ギフト 
 
出所：ガリバーインターナショナル「ユニセフ支援ギフト」プロジェクト 
 
 無印良品の募金券。だれでも買い物のように 10 円、または 100 円単位で寄付が
できる仕組み。寄付には MUJI-NET のポイントを利用することも可能。寄付先
は 3 か月ごとにいれかわり(東日本大震災を除く)、消費者は自らの希望する寄付
先に寄付をすることができる。 
図表 3-7 無印良品の募金券 
 
出所：無印良品ネットストア 
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しかし、実際の例をみてもわかるように、消費者は 1 つのコーズに対しての支援方
法を選択するのか、それともコーズそのものを選択できるのか等の点に統一性はなく、
選択肢の数もさまざまである。それは、CRM において消費者にコーズ選択をさせるこ
とに意義があるという知見が足りず、したがって「どのような選択が消費者の CRM
製品に対する購買意欲を高めるのか」という具体的な選択方法についても明らかにさ
れていないからではないか。一方で「人は選択を好む」ということや「選択すること
で結果に対する満足度が上がる」ということは、マーケティングはもちろん、社会心
理学や脳科学など様々な分野で明らかにされてきた。また、これらの研究ではその結
果に対する満足度を左右する選択の性質についても明らかにされてきた。そこで次の
章では、そもそも選択をすることが人にとってどれだけ大きい影響力を持つものかを
説明し、その後に選択による影響のプラスマイナスや大小を決定する要因について考
察した先行研究を紹介する。  
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第 4 章 選択に関する先行研究 
1. 選択の先行研究 
Iyengar and Lepper (1996,p.349)は選択肢が人のモチベーションに与えるインパク
トについて次のように述べている。 
あらゆる研究分野でアメリカの心理学者たちは、選択肢が人のセルフコントロー
ル意識を高める(eg,Rotter,1996;Taylor,1989;Taylor and Brown,1998)ということ
や、本質的なモチベーションを高める( eg.,deCharms,1968;Deci,1981;Deci and 
 Ryan,1985)ということを明らかにしてきた。このようなセルフコントロール意識
や本質的モチベーションの高まりは、身体的にも心理的にも様々なポジティブな
影響を引き起こすとされている。したがって、例え非常に些細な選択肢でも
(e.g.,Langer and Robin,1976)架空の選択肢でも(eg.,Langer,1975)、人は選択肢を
与えられることによって自身のモチベーションを高めるのだ(e.g.,Brickman, 
1987;Dember et al.,1992)。研究者たちは選択行動と人のモチベーションのつなが
りを明確に示してきたが、その一つとして Deci と彼の同僚の研究(eg.,Deci,1981; 
Deci and Ryan,1985)があげられる。これは部分的に「事実上、本質的なモチベー
ションと個人の選択や自己決定感がほぼ同じである」ということを示した、de 
Charms (1968)の研究になぞらえて行われた。これらの研究では、人々は外部環
境を動かし、管理しようと働きかけるアクターとみなされる。 結果として人々は
選択の機会があり、自分がすることを管理でき、自分の運命を決定できる活動を
楽しみ、好み、持続的に行うことが示されている(Condry,1977;Deci,1975,1981; 
Lepper and Malone,1987;Malone and Lepper,1987;Nuttin,1973;Zuckerman et 
al.,1987)。逆に、選択やコントロールの機会がないと、人にとっては心理的にも
身体的にもネガティブな影響が現れることが明らかになった(e.g.,Deci et al., 
1982;Schulz and Hanusa,1978;Seligman,1975)。 
以上のように選択が人に与えるインパクトを前提として、そのインパクトのプラス
マイナス、大小を決定する要因について多くの研究がなされてきた。そこで、本節で
はそれら先行研究の中から「選択肢の数」、「選択肢の異質性」、「選択しないという選
択肢」という全く異なる観点から行われた研究をとりあげ、紹介する。  
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(1) 選択肢の数 
選択の先行研究で最も多く研究されているのは「選択肢の数」についてだ。というの
も「動物は本能的に自由度の高いほうを好む」ということが明らかになっているから
だと考えられる。Iyengar(2012,p.27-28)は次のように述べている。 
選択肢を増やしても何の利益も得られないような状況、つまり余分な時間や労力が
かかるだけ、という状況でさえ、わたしたちは本能的に選択の幅を拡大しようとす
るのだ。ある実験では、ラットを迷路に入れて、まっすぐな経路と枝分かれした経
路のどちらを選ぶか、見てみた。まっすぐな経路と枝分かれした経路のどちらを選
んでも、最終的にたどり着くエサの量は同じだったため、どちらかがもう一方より
有利ということはなかった。それでも複数回の試行でほぼすべてのラットが、枝分
かれした経路を選んだ。同様に、ボタンを押すとエサが出ることを学習したハトや
サルも、複数のボタンのついた装置を選んだ。ボタンが 1 つでも 2 つでも、得られ
るエサの量は変わらなかったにもかかわらずだ。人間は、この優先傾向を意識的に
覆すことができるが、必ずしもそうするとは限らない。別の実験で、カジノのチッ
プを与えられた被験者は、ルーレットの回転盤が 1 つあるテーブルよりも、2 つの
全く同じ回転盤があるテーブルでチップを賭けたがった。賭けることができるルー
レットは 1つだけで、ルーレットは 3つともまったく同じものだった。このように、
選択したいという欲求は自然な心の動きであり、おそらく生き残るために欠かせな
い働きだからこそ、発達したのだろう。それなのに、この欲求はどんな利益とも、
まったく無関係に作用することが多い。そんなとき、選択の力は大きくなりすぎて、
単なる目的を達成する手段ではなく、それ自体価値があり、必要なものと化してし
まうのだ。 
以上のことから、「選択肢の数は多ければ多いほどよいのか」という疑問が生じる。
しかし人が日常的に直面する選択肢の数はある程度限られているはずである。そこで、
人が満足を得るのに適した選択肢の数についての先行研究をレビューする。 
(a) Iyengar and Lepper (2000)の研究 
選択肢が多すぎると、かえって人の購買意欲や満足度を削いでしまうということを
明らかにした。論文の中では、チョコレートとジャムを用いた実験を行っており、特
に有名なのは、品揃え豊富なスーパーで行ったジャムの実験だ。24 種類のジャムと 6
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種類のジャムを提示した場合、24 種類の場合のほうが消費者の興味はひくものの、購
買意欲や製品選択後の満足度を高めることができないことが明らかになった。6 種類
の場合のほうが、消費者の購買意欲と選択した製品に対する満足度が高まるのである。
同稿では、多くの選択肢を与えられた場合、選択肢が少ない場合と比較して人は選択
のプロセスをより楽しんでいるが、自分が下す選択についての責任感も増すため、そ
れがフラストレーションとなる結果、購買意欲や製品満足度が低下すると考察してい
る。 
(b) Elena and Robin(2009)の研究 
選択肢の数が増えると、選択者にとっての心理的なベネフィットとコストがともに増
し、前者は後者よりもゆっくり増加するということを明らかにした。また、選択肢の
数と選択者にとっての心理的ベネフィット（満足度）の関係は以下のような U 字型の
関係になることが明らかになった。 
図表 4-1 選択肢と心理的ベネフィットの関係性 
 
出所：Elena and Robin(2009)を一部修正 
 
同稿では、5,10,15,30 個の 4 パターンの選択肢の数が示された場合について、ギフト
ボックスを用いた研究を行った。「あなたは自分が選んだボックスをどの程度好きだと
思いますか。」という選択の結果に対する質問と、「選択する過程をどのくらい楽しい
と感じましたか。」という選択のプロセスに対する質問をすることで、選択の満足度を
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測った。結果とプロセスのどちらに対する満足度も、中間的な選択肢の数の場合にお
いて最も高まっていることがわかる。 
図表 4-2 選択肢の数と満足度の関係性 
 
出所：Elena and Robin(2009)を基に作成 
 
(c) Greifeneder et al.(2010)の研究 
Iyengar and Lepper (2000)で示されていた「選択肢の数が多すぎると、消費者の満
足度は低下する」という効果は、属性が多様×選択肢の数が多いという場合において
起こるのであって、属性が少ない×選択肢の数が多いという場合には起こりにくいと
いうことを実験によって明らかにした。 
Greifeneder et al.(2010)は、実験結果の汎用性を示すために、実験１でペンを使っ
た実験を行った後に実験 2 では製品を変え、MP3 を使った実験を行った。 
実験 1 は 121 人の大学生を対象に行い、Iyenger and Lepper (2000) に基づいて、3 
(選択肢の数：6 vs 15 vs 30)×2 (属性の数：1 vs 6) で構成した 6 つのシチュエーショ
ンに割り当てた。被験者にはそれぞれのシチュエーションに応じてパソコンのスクリ
ーンに映ったペンを見てもらい、好きなペンを１本選んでもらう。その後に、選択の
困難さと選択の魅力度について質問項目に回答してもらった。 
属性が 1 つの場合には、見た目の色だけが異なる場合を指し、6 色、15 色、30 色と
いうバリエーションになる。属性が 6 つの場合は、見た目の色、デザイン、ペンの幅、
インクの色、続けて使用できる時間、インク持ちにおいて異なるものが 6 個、15 個、
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30 個というバリエーションになる。 
図表 4-3 実験 1 のイメージ図 
 
出所：Greifeneder et al.(2010)を修正 
 
結果、仮説が支持され、「選択肢の数が多すぎると、消費者の満足度が低下する」と
いう現象は、属性が少ない×選択肢の数が多いというシチュエーションにおいては起
こりにくいということを明らかにした。 
図表 4-4 実験 1 の結果 
 
出所：Greifeneder et al.(2010)を基に作成 
 
(2)「選択しない」という選択肢 
Parker and Schrift(2011)は、必ず選択しなければならない状況(Forced choice sets:
ペンナンバー 
色 
インクの色 
見込み継続利用時間 
芯の太さ 
デザイン 
インクの耐用年数 
10 時間    25 時間    20 時間   15 時間    15 時間    15 時
間 
8 年     2 年      4 年     4 年     6 年     8 年 
藍色     藍色     濃青色    藍色     空色     濃青
色 
人工的     上品    流行     上品    スポーティー   流行 
6 年 
(1)         (2)         (3)       (4)        (5)        (6) 
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以下 FC と表記)と選択しないことが可能な状況(Rejectable choice sets:以下 RC と表
記)を比較し、それぞれの状況によって、消費者の意思決定プロセスと好む対象が異な
るという点に着目し、5 つの実験を通して調査を行った。 
結果として、RC の場合、人は「どの選択肢を選ぶのがベストか」ということ以上に
「その選択を行うことが自分にとって必要なのか。その選択は自分の最低限の必要性
に応えるものなのか。」ということを考えるため、FC の場合よりも選択肢の機能的な
属性の重要度が増し、ブランドといった要素よりも機能などの充実したほうを好むよ
うになるということを明らかにした。 
例えば実験 1 については 36 人の大学生を対象に次のような手順で実験を行った。実
験には次のような属性を備えた 2 つのラップトップを用いた。被験者は FC と RC の 2
つのグループにランダムに割り当てた。FC グループには２つのうち好きなラップトッ
プを選択してもらい、RC グループには「A、B、どちらも好きではない」という中か
ら選択をしてもらった。 
図表 4-5 実験 1 で検討されたラップトップの属性 
 
出所：Parker and Schrift(2011)を基に作成 
 
その後、Johnson et al.(1991)にならい、コンピューターのプログラムを利用した調
査を行った。選択肢の属性について詳細な情報はスクリーンには表示されておらず、
例えば 2 つの「プロセッサースピード」という属性を比較するならば、A の「プロセ
ッサースピード」をクリックした後、B の「プロセッサースピード」というボックス
にドラッグしなければ両者の比較検討ができないようになっている。この状況におけ
る被験者のクリックの手順をコード化し、分析を行った。 
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以上のように、選択の効果を決定する要因について異なる先行研究を挙げてきたが、
その背景には「消費者が貢献認識を得られるように」という共通の目的があると考え
られる。本研究で言う「貢献認識」とは、Stefanie et al.(2012)にならい、「自分の力
によって、結果になんらかの良い影響を及ぼすことができると消費者が認識すること」
を指す。そしてこの貢献認識が重要視されるのは、人が自らの貢献認識に対して行う
評価が過大になるということが明らかになっているからだ。この点に関してはマーケ
ティングや社会心理学の分野で多く研究されている。そこで次節では貢献認識に対す
る過大評価について、この 2 つの分野から先行研究を紹介する。 
(3) 選択肢の異質性 
Botti and Mcgill(2006)は、3 つの実験を通して、選択肢の異質性が選択結果に対す
る満足度に与える影響について次の 3 点を明らかにした。 
① 選択肢が異質であればあるほど、選択をすることによって、ポジティブな選択 
結果に対する消費者の満足度が高まり、ネガティブな選択結果に対する満足度の低さ
は緩和される。 
② 選択肢があまり異質でない場合、選択者は非選択者と同程度の満足度しか感じ 
ない。 
③ 異質性によって選択が選択者の満足度に与える影響が異なるのは、選択によ 
って選択者が自覚する責任感と、それに伴う自己信頼と自己非難の意識が異なるから
だ。 
実験 1 は、学生 96 人を対象に調査を行い、参加者を 2(選択状態；選択する vs 選択
しない)×2(選択肢の異質性；高い vs 低い)を組み合わせた 4 つの状況に割り当てた。
そして事前調査で選び出した「濃い～薄い」まで 4 つの異なる評価がついたコーヒー
を用いた実験を行った。コーヒーの入ったカップにはそれぞれ 1～4 のラベルが貼って
ある。異質性の低い状況では、全てのコーヒーに「中間的ななめらかさ」という評価
がなされている。異質性の高い状況では、1 つのコーヒーだけ「非常になめらか」と
いう評価であり、他の 3 つは「なめらかさは低い」という評価がなされている。参加
者には、調査に関する概要を読ませてから、4 つのコーヒーについて異なる評価がさ
れていることを知らせた。選択をする参加者には、飲みたいコーヒーを選んでもらい、
選択をしない参加者にはランダムにコーヒーをわりあてた。最後には実験者が選択者
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には選択したコーヒーの半分を注ぎ、質問に答える前に飲んでもらった。(コーヒーに
は異なる説明書がされていたが、この時点で被験者は皆同じコーヒーを飲んでいる。)
そのうえで、コーヒーによって得られた喜び、満足度について質問用紙に答えてもら
い、選択のプロセスがどれぐらい好ましいかについては、選択のシチュエーションに
応じて 1～9(1=まったくそう思わない；9=常にそう思う)という評価をつけてもらった。 
実験 2 は、124 人の学生を 2(選択状況：選択 vs 選択しない)×2(選択肢の異質性：
高い vs 低い)を組み合わせた 4 つの異なる状況にわりあて、それぞれの状況について
質問に回答してもらった。1～4 のラベルが 4 つのプラスチック容器に張ってある。(ど
の容器からも同質で同じ程度の悪臭がするが、参加者には異なるものだと思いこませ
るために、容器には異なるラッピングが施してある)参加者には臭いが「非常に強い～
弱い」という評価が書いてある紙を渡す。異質性の高い状況については、容器 3 の悪
臭は弱く、他の容器 3 つは悪臭が非常に強いと記してある。異質性の低い状況につい
ては、全ての容器について「それなりの悪臭」という評価が記してある。そのうえで
参加者にどれか 1 つの容器を選んでもらい、臭いを嗅いでもらう。その後、不快さ、
嫌気、不満足度を測る質問と、選択した結果に対する責任の感じ方や失望の度合いを 1
～9 の尺度(1=全く思わない、9=非常にそう思う)で回答してもらった。 
 実験 3 は、77 人の学生を 2(選択状況：選択 vs 選択しない)×2(選択肢の異質性：高
い vs 低い)を組み合わせた 4 つの異なる状況にわりあて、それぞれの状況について質
問に回答してもらった。実験 3 では 1～4 の異なるラベルを貼った 4 つの透明プラスチ
ックビンがあり、中には同じサイズのチョコレートがホイルにつつまれて入っている。
異質性の高い状況については、それぞれ味が「おいしい～おいしくない」という評価
を記してある。異質性の低い状況については、全て味は「普通」という評価を記して
ある。選択者にはこれらの状況に応じて、食べたいチョコレートを選んでもらい、選
択をしない人には、何も情報も与えず、こちらからランダムにチョコレートを配る。
それぞれ手元にチョコレートが渡った状況で、そのチョコレートと他のチョコレート
の違いをどの程度見分けられたか評価してもらい、チョコレートを食べた後に、チョ
コレートを選ぶことについてどれぐらい楽しかったか、選んだチョコレートをどのく
らい好きだと思うか、そのチョコレートを選んだ自分についてどの程度失望、あるい
は褒め称えたいと思うか 1～9(1=全く思わない、9=非常にそう思う)で評価してもらっ
た。 
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2. 貢献認識の過大評価についての先行研究 
(1) カスタマイズの研究(マーケティング分野の研究) 
Franke et al.(2010)は実証的に貢献認識を測ったものがないことを指摘し、その実
証手段としてカスタマイズの研究を捉えている。したがって、マーケティングの分野
からはカスタマイズに関する研究を紹介する。 
(a) Franke et al.(2009)の研究 
「カスタマイズ製品が通常商品よりも顧客にとってベネフィットが高いのは、カスタ
マイズした場合のほうが、より顧客は好み沿った製品を手に入れられるからだ」とい
う先行研究の見解に対し、「そもそも顧客は正確に自分の好みを明示できるのか」とい
う問題意識を持った。この問題意識に基づき、2 つの実験を通して、好みに基づいた
カスタマイゼーションは顧客の支払い意欲、購買意欲、製品に対する態度にプラスの
影響を及ぼすが、その影響は顧客が自分の好みをよく理解している場合、好みを伝え
る能力が高い場合、製品関与が高い場合により強くなるという点を明らかにした。 
彼らは、90 個の新聞の見出しに関して被験者の好みを調査した。そして、10 個の見
出しから成る新聞がカスタマイゼーション、セグメンテーション、マスマーケティン
グの 3 つの手法で作成されている場合において、被験者の新聞に対する支払い意欲、
購買意欲と製品に対する態度をアンケート調査によって比較した。その上で先行研究
の手法に基づき、画一性に対する志向を「はい」、「いいえ」で回答させることで「好
みの理解度」を、被験者の学歴レベルを「1＝学士号を持っていない、2＝学士号、あ
るいはそれ以上の学位を持っている」で回答させることで「好みの伝達能力」を、「私
にとってこの新聞は」に続く重要度を測る 5 つの質問項目(SD 法)に関して 6 点尺度で
回答させることで製品関与度を計測した。 
 
(b) Norton et al.(2012)の研究 
アメリカで大学生 106 人(男性 71 人)を対象に折り紙を使った実験を行った。 
2(製品タイプ：カエル、鶴)×3(値付けタイプ：①被験者自ら作り自ら値段をつける、
②何も作らず他の被験者が作った作品に値段をつける、③何も作らずプロの作品に値
段をつける)という 6 つのシチュエーションにおいて実験を行った。 
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被験者をランダムに 3 つのグループに分け、グループ①には、質の良い折り紙と図の
ような折り方を示したシートを渡し、折り紙で鶴かカエルを折ってもらった。時間は
各々が完成するまでかけていいものとした。完成したあとに、それぞれの被験者に自
分の作品について 0 から 100 セントの間で値段をつけてもらった。Becker et al.の方
法に従い、それぞれの作品には実験者側が 0 から 100 までの数字をランダムにわりふ
っており、被験者が自分の作品につけた価格がその数字よりも高いか、等しい場合は
その価格を払って作品を家に持ち帰って良いものとし、数字よりも低い価格をつけた
場合は、作品を持ち帰れないということを伝えた。同様の方法で、グループ②には先
ほどのグループの人が折った作品に対して、グループ③には、折り紙のプロ 2 人に折
ってもらった作品に対して値段をつけてもらった。 
結果、折り紙の素人が自分で折った作品に対してつけた値段は、同じ作品に対して
他人がつけた値段よりも 5 倍近く高かった。 
 
図表 4-6 作品に対する値づけ 
 
出所：Norton et al.(2012)を基に作成 
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(2) 貢献認識に関する研究(社会心理学分野の研究) 
(a) Kruger and Savitsky(2009)の研究 
人は誰かと協力して作業を行った場合、他人の貢献度に比較して自分の貢献度を過剰
に高く評するが、他人の貢献度に対する評価の低さは、作業全体の評価を下げるもの
ではないということを明らかにした。 
2 人が 1 つの目的に対して役割を分担して作業を行っているケースとして「家庭内の
家事」を想定し、結婚しているカップルに電話調査を行った。事前調査で選んだ 8 つ
の家事について 0%(私は何もやらない)～50%(夫あるいは妻と同じぐらいやってい
る)~100%(私が全てやっていて、夫あるいは妻は全くやらない)というパーセンテージ
で自分の貢献度合いを回答してもらい、その上でその回答者の配偶者にも同じ質問を
行ったうえで分散分析を行った。実験で用いた家事の内容としては、ポジティブかつ
頻度が高いこと(キッチンの掃除など)、ネガティブかつ頻度が高いこと(寝室やキッチ
ンをちらかすなど)、ポジティブかつ頻度が低いこと(カーテンを洗うなど)、ネガティ
ブかつ頻度が低いこと(家具に飲み物をこぼすなど)の 4 種類を 2 組ずつ、計 8 種類を
設定した。 
 
(b) Chang(2007)の研究 
利用したサービスにおいて不備があった場合、その不備に対する対処を消費者に選択
させることによって、消費者自身のコントロール意識が高まり、不備に対する処置そ
のものに対する満足度とサービス全体に対する満足度が共に高まるということを明ら
かにした。また、サービスを利用した目的の重要性が高いほどその効果が高くなるこ
とを明らかにした。 
台湾の主要大学に通う大学生 65 人と大学生ではない 107 人を、2(選択 vs 選択なし)
×2(重要…大学教授の薦めの場合 vs 重要ではない…友人の薦めの場合)の 4 つのグル
ープに分けて調査を行った。「インターネットで自分のお世話になっている教授に薦め
られて(友人の薦めで)本を注文したが、目的の本とは異なる本が届いてしまった」とい
う内容のシナリオを読んでもらい、その場合に自らが望む対処法を(A)間違えて届いた
本の価格を 50%割引、(B)追加料金なしで、本来購入予定だった本と交換、(C)全額返
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金のうちから選択してもらった。その後、コントロール認識、不備に対する処置への
満足度、サービス全体に対する満足度についてアンケート調査を行った。    
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第 5 章 本研究の位置づけと研究仮説の導出 
1. 本研究の位置づけ 
第 3 章で紹介した Stefanie et al.(2012)の研究では、以下のような仮説モデルを検証
しており、CRM における選択方法のバリエーションについては検証されていない。 
 しかし、第 4 章で述べたように、どのような選択をするかによって、選択結果に対
する消費者の評価は大きく異なる。したがって、本研究では以下のモデルの太線部分
を重点的に検証する。 
図表 5-1 Stefanie et al.(2012)を基にした本研究の位置づけ 
 
出所：Stefanie et al.(2012)を基に作成 
 
2. 研究仮説の導出 
先行研究から、消費者に選択をさせること自体が貢献認識を強め、選択した結果へ
の満足度を高めるということがわかった。しかし、一方でその選択の質が消費者の満
足度に大きく影響するため、消費者の満足度を最大化する選択の質を考慮することが
重要であるということがわかった。先行研究で明らかになった、消費者の満足度を最
大化する選択の質を大まかにまとめると次のようになる。 
 異質性の高い選択肢 
 選択肢の数が多すぎないこと。ただし、数が多くても、それに伴って多くの属
性を比較検討しなくてはならない状況でなければ、選択肢の多さは消費者の満
足度の低下にはほとんど影響しない。 
 「選択しない」という選択肢があると良い 
これらの要素を考慮した上で、Berlin (2000)の指摘する 2 つの自由概念に基づき、
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CRM において、どのような選択型 CRM が考えうるか考察する。 
Berlin(2000)は、自由が 2 つの概念に分けられるとし、「消極的自由」と「積極的自
由」を挙げている。消極的自由とは、「他人に干渉されない」ということである。した
がって、干渉を受けない範囲が広がるにつれて自由も拡大される。一方、積極的自由
とは、「自分で方向を変える行為者である」ということである。つまり、消極的自由は
「～からの自由」、積極的自由は「～への自由」ということになる。 
これを CRM キャンペーンに消費者が参加する場面での自由という文脈にあてはめ
ると、消極的自由は「CRM キャンペーンに参加しなくても良い」という自由、積極的
自由は「CRM キャンペーンの中で、消費者が何らかの意思決定をすることができる」
ということになる。そこで、「CRM キャンペーンに参加しなくても良い」選択肢を含
む場合、「CRM キャンペーンにおいて消費者に意思決定を任せる」選択肢を含む場合
という大まかに分けて 2 通りのキャンペーン形態があると考え、そのキャンペーンが
消費者の CRM 製品購買意図に与える影響度を明らかにするために仮説を立てる。 
まず、「CRM キャンペーンに参加しなくても良い」選択肢を含むケースとして、購
買製品の売上の一部を寄付に充てるか、購買代金の割引に充てるかを消費者に選択さ
せるという場合が考えられる。実際に割引と寄付はキャンペーン上で対にして提示さ
れることがしばしばある。Karen and Michael(2011)は、社会的アイデンティティが割
引プロモーションと寄付プロモーションの選好に与える影響に注目し、相互依存的な
自己認識を持っている消費者は、独立的な自己認識を持っている消費者と比較して寄
付プロモーションを好む傾向が強いということを明らかにした。このように正反対の
アイデンティティと結びついたキャンペーンを選択させることで、異質性を確保でき、
消費者の選択結果に対するポジティブな反応を喚起しやすいと考えられる。そこで以
下のような仮説を設定する 
 
仮説１：消費者がキャンペーンにおいて購買代金の一部を割引に充てるか、寄付に
充てるかを選択できる場合、選択権無く CRM キャンペーンに参加させられる時と比
較してコーズに対する貢献認識は強くなる。 
 
次に、選択肢の自由度が高いケースについて考察する。実際に行われている選択型
CRM の例を見てみると、Iyengar and Lepper(2000)の実験のように選択肢が 15 個も
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30 個もあるというケースはない。これは、消費者の希望する寄付先が多岐に渡ると寄
付金額が細分化されてしまい、意図した寄付額に達するまで非常に時間がかかるため
だと考えられる。したがって、Iyengar and Lepper(2000)の実験のように選択肢が 15
個も 30 個もあるという状態を想定するのは現実的でない。したがって選択肢の自由度
が高いケースとしては、Stefanie et al.(2012)のように単に数個のコーズの種類が選択
肢としてあるケース(仮説 2 a)と、寄付をしたいコーズとその支援手段をそれぞれ選択
肢として提示するケース(仮説 2 b)を想定する。仮説 2b については Greifeneder et 
al.(2010)の「複数の属性を同時に検討させることが、消費者に選択の複雑さを感じさ
せ、満足度低下につながってしまう」という見解を踏まえた。コーズの種類と支援手
段という 2 つの属性を消費者に段階的に選択させることで、選択肢の充実度による満
足度向上を期待できるはずだ。その上で、選択の幅が広がれば広がるほど、消費者の
CRM 製品購買意欲が高まると考え、仮説 2c をたてる。したがって以下のように仮説
を設定する。 
 
仮説 2a：CRM キャンペーンにおいて、消費者が寄付をしたいコーズ種類を選択す
る場合、コーズがあらかじめ決まっている場合よりも消費者の貢献認識は強い。 
仮説 2b：CRM キャンペーンにおいて、消費者が寄付をしたいコーズとその支援手
段を選択する場合、コーズがあらかじめ決まっている場合よりも消費者の貢献認識は
強い。 
仮説 2c：CRM キャンペーンにおいて消費者がコーズを選択する場合、寄付をした
いコーズの種類だけを選択するよりも、コーズの種類とその支援手段を選択した場合
のほうが、消費者の貢献認識は強い。 
 
仮説 1 ではキャンペーンそのものの選択の自由について(消極的自由)、仮説 2 では
CRM キャンペーンにおける選択の自由度(積極的自由)ついて述べてきた。次に、これ
ら 2 種類のどちらの場合の選択の方が消費者の貢献認識は強まるのか考察する。 
 Iyengar(2012)で取り上げられた研究には、親が、危篤状態にある我が子の延命治療
の継続・中止を決定する場面に直面したケースを想定したものがある。この研究の中
では、3 つの異なるシナリオを被験者に読ませ、よく考えてもらってから、「延命治療
を継続するか否か」という決定ついて「最良の判断だったと確信が持てますか。」とい
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う確信度と、自らが感じた「困惑」、「憤慨」という否定的感情の度合いについて質問
項目に答えてもらった。3 つのシナリオのおおまかな内容は以下のものである。 
 
① 情報無し・選択権無し 
延命治療を継続すること、中止することによるメリット・デメリットが詳しくは親
に説明されず、医師が延命治療の中止を決定する。 
② 情報有り・選択権無し 
延命治療を継続すること・中止することによるメリット・デメリットが詳しく親に
説明されるが、医師が延命治療の中止を決定する。 
③  情報有り・選択権有り 
延命治療を継続すること・中止することによるメリット・デメリットが詳しく親に
説明され、親が自分で延命治療の中止を決定する。 
 
結果、被験者にとっては情報の有り・無しに関係なく、選択権のある場合のほうが
無い場合よりも「選択結果が最良の判断だった。」という確信度が高かったにも関わら
ず、選択権のある場合の方が無い場合よりも選択結果に対する否定的感情が強かった。
Iyengar(2012)では「我が子の命」のように、人が自分にとって絶対的価値だと考えて
いるものを相対的価値に置き換えて考えなければならないケースに直面した場合、本
来ポジティブな効果が期待される選択の代償として、このような否定的感情を持ちや
すいのだろうと考察されている。 
この実験のシナリオほどの緊迫感は覚えにくいにしても、CRM キャンペーンにおけ
るコーズの種類・支援手段の選択においても同様の事態は考えうる。なぜなら、コー
ズも本来「どれも重要だ。」という認識、つまり「絶対的価値である。」という考えが
一般的であるはずだからだ。したがって相対的に 1 つだけ寄付対象を選定するという
ことは「他のコーズをないがしろにした。」という消費者にとっての否定的感情につな
がるかもしれない。これに比べて割引と寄付のどちらかのキャンペーンを選択する場
面においては、絶対的価値を相対的価値に置き換える必要性がないため、選択によっ
て消費者が否定的感情を抱いてしまうリスクが低く、選択結果に対するポジティブな
評価が期待しやすい。したがって以下の仮説を設定する。 
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仮説 3：割引と寄付のどちらかを選べるキャンペーンにおいて、消費者が「寄付」を
選んだ場合、寄付をしたいコーズを選択する場合よりも、消費者の貢献認識は強い。 
 
以上で述べてきたようなキャンペーン選択、コーズ種類選択、コーズ支援手段選択
という選択のバリエーションを考慮したうえで、Stefanie et al.(2012)と同様に、消費
者の貢献認識の強まりが、CRM 製品購買意欲に与える影響力を明らかにする。したが
って以下の仮説を設定する。 
 
仮説４：選択によって消費者の貢献認識が高まることにより、CRM 製品に対する購
買意欲が高まる。  
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第 6 章 調査方法 
1. 調査概要 
各選択型 CRM が消費者の CRM 製品購買意欲に与える影響を分析するための調査概
要を説明する。 
まず、本調査で用いるコーズを選定するために、Stefanie et al.(2012)にならい、事
前調査を行った。被験者には「あなたは以下にあげる NPO の活動をどの程度重要だ
と考えますか。 」という質問について 12 のコーズに対して「全く重要でない」を 1
点、「非常に重要」を 7 点で構成されるリッカート法 7 点尺度で回答してもらった。
12 のコーズに対する消費者の重要度認識には差があると仮定し、一元配置分散分析を
行った。そのうえで、①中度の重要度であり、②コーズの種類の違いが判断しやすい
という基準で 4 つのコーズを選定した。なぜなら、重要度の非常に高いものや非常に
低いものを選んだ場合、コーズへの関心度の高低が結果に影響しやすくなると考えら
れるからだ。また、先行研究から似通った選択肢からの選択は複雑だと判断され、選
択者にとって満足度の低下につながるということが明らかになっているため、性質の
異なるものを選定した。 
 次に行う本調査では、キリンビバレッジが生茶を対象として CRM を行っている旨
の異なる 4 つのシナリオを、4 つのグループにわりあて、それぞれグループの被験者
に読んでもらった。そして選択権の与えられたグループの被験者には選択をしてもら
った後、全員に生茶に対する購買意欲（1＝全く買いたくない、7＝非常に買いたい）、
コーズに対する貢献認識(1=全く貢献していない、7=非常に貢献している)をそれぞれ
7 点のリッカート法で回答してもらった。その際、選択型 CRM が消費者の CRM 製品
購買意欲に与える影響そのものを測り、他の要素については各グループ間に有意な差
がないことを示すために、「社会的取り組みへの関心度」についても質問項目を設定し、
回答してもらった。また、「製品に対する事前購買意欲」は、当然キャンペーン参加後
の購買意欲にも影響を与えるはずであるため、これについても質問項目を設定し、回
答してもらった。 
2. 事前調査 
 調査期間：2012 年 11 月 6 日～9 日 
 調査対象：大学生・大学院生 30 名 
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 調査方法：調査票の配布 
 調査目的：選択型 CRM におけるコーズの選定 
コーズごとの統計量の結果は以下図 6-1 の通りである。 
図表 6-1 コーズの重要度の記述統計 
 
 
図表 6-2 コーズの重要度の等分散性の検定 
 
等分散性の検定によって、母分散が等しいということを理解したうえで、 
各グループの差の検定を行う。  
等分散性の検定 
記述統計 
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図表 6-3 コーズの重要度の分散分析 
 
 
結果、有意確率の値から P 値=0.034 となり、5%水準で有意であったため、12 個のコ
ーズの重要度には差があるということがわかった。そこで中間的な重要度のコーズを選定
する。 
図表 6-4 コーズの重要度(低い順) 
 
図表 6-5 コーズ重要度の平均値のプロット 
 
分散分析 
重要度 
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結果、本調査で用いるコーズとして以下の 4 つを選定した。4 つのコーズとその概要
を以下に示す。 
A).ピンクリボン(乳がん撲滅)運動を通じた健康維持活動 
乳がんで悲しむ人をなくすために、欧米を中心に世界的に行われている活動。行政、
市民団体、企業等の協力関係の下、乳がんの早期発見を目指している。 
活動内容としては、無料のマンモグラフィー検査、乳がんの母親を持った子供への経
済的支援、女性放射線技師の育成、自治体へのマンモグラフィー機器寄贈などがある。 
 
B).UNHCR(国連難民高等弁務官事務所)を通じた難民支援 
人道的見地から紛争や迫害によって故郷を追われた世界の難民の保護と難民問題の
解決を目指す国際的な活動。活動内容としては、日用品の支給、HIV/エイズ予防啓発
活動(予防ワクチンや検査機器の費用)、一時避難所の設置(暴力などの危険にさらされ
た場合の避難所の設置)、食糧や水の支給などがある。 
 
C).キッズドアを通じて日本国内の困窮家庭に暮らす子供を支援 
国内の教育格差やそれに付随する貧困の連鎖を断つことを目的とし、子供支援活動の
プラットフォーム作りを行っている。活動内容としては、児童施設への寄付、被災者
向け無料の公立高校受験対策講座［タダゼミ］による学習支援、児童養護施設やひと
り親家庭の子供へのお菓子教室(心理的に傷を負った子供の健やかな成長を楽しいイ
ベントで支援する)、困窮家庭向け高校進学奨学金などがある。 
 
D).国際 WFP 協会(国際連合世界食糧計画)を通じた途上国の支援 
飢餓と貧困の撲滅を使命とする WFP 国際連合食糧画を支援している。日本国内にお
いては、WFP 国際連合食料計画の食糧支援活動に関する情報発信を行い、多くの人が
容易に参加できる支援の方法と機会の提供を行っている。活動内容としては、学校給
食の支給、紛争や自然災害の際の緊急支援、果樹木の植樹、技能や技術を学ぶ対価と
して食糧を支給(技術や技能を必要とする労働の対価として食糧を支給することで、自
立的に食糧を手に入れる能力を身に着けさせる。)などがある。 
 
 本調査においては、以上で示した実際の活動内容を「コーズの支援手段」として筆
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者が独自に設定した。Stefanie et al.(2012)に基づき、4 つのコーズにあわせてそれぞ
れ 4 つの支援手段を設定しようと試みたが、寄付の用途が詳細に示されていなかった
り、4 つには至らなかったりしたためである。 
 
3. 本調査 
 本調査では、どのような選択型 CRM が消費者の CRM 製品購買意欲向上に最も効果
的かを明らかにすることを目的とし、シナリオによって被験者を①選択権無し②キャ
ンペーン選択③コーズ種類選択④コーズ種類＋コーズ支援手段選択という 4 つの異な
る CRM 参加状況に分け、質問票の配布によって調査を行った。下記では、そのグル
ープ別調査の前提として、被験者全員共通で行った「社会的取り組みへの関心度」と
「製品に対する事前購買意欲」の調査について方法を示した後、グループ別調査の方
法を示す。 
 調査期間：2012 年 11 月 13 日～18 日 
 調査対象：早稲田大学商学部の学生 372 名。 
グループ 1…84 名 
グループ 2…94 名(分析段階では「寄付」を選択した 54 名分のデータを使用) 
グループ 3…97 名 
グループ 4…97 名 
 サンプリング方法：調査票の配布 
 調査目的：どのような選択型 CRM が消費者の CRM 製品購買意欲向上に最も効果
的かを明らかにすること。 
(1) 社会的取り組みへの関心度 
 Maignan(2001)に基づき作成した以下の 5 つの質問に対して、7 点尺度のリッカート
法(1=全く思わない、7=非常にそう思う)で被験者全員に回答してもらった。 
(Q1)社会問題にとりくんでいる企業の製品に対しては(そうでない企業の製品と比較
して)、より多くのお金を払おうと思う。 
(Q2) 買い物をする時に、その製品を扱う企業の倫理的な評判を考える。 
(Q3) 非倫理的な行動をしている企業から製品を買うのは避ける。 
(Q4) 私たちの社会をより良くするために注意を払っている企業から製品を買う際は、
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(そうでない企業の製品を買うときと比較して)多くのお金を払おうと思う。 
(Q5) もし２つの製品の価格と品質が同じならば、社会的責任について評判を得ている
企業から製品を買う。 
(2) 製品に対する事前購買意欲 
本調査のシナリオで想定する CRM 製品としてキリンビバレッジの生茶を選んだ。
Stefanie et al.(2012)では、アメとチョコレートという食料品を使用している。この点
から、高価格製品の場合、わずかな機能性の違いなど慎重な検討を要する要因が多い
ことや、高価格製品の購買代金の一部を寄付に充てるとすれば、当然その寄付金も高
額になるため、貢献認識が強まることは当然のように考えられることから、本研究に
おいても食料や飲料など日常的に購入しやすい低価格な製品を想定した。その上で、
調査対象が大学生ということもあり、誰もが日常的に購入することを考えやすいペッ
トボトルのお茶飲料を対象とすることにした。そこでネットエイジアリサーチが 2011
年 7 月 20 日に行った「ペットボトル入りのお茶飲料に関する調査」の好きなブランド
ランキングを基に製品を選んだ。結果、「好きだから買う」、「嫌いだから買わない」と
いう当然の結果を回避するために 10 個のブランドのうち上位 3 つ、下位 3 つのブラン
ドは避け、早稲田大学近辺のコンビニで取り扱っていることがよく見受けられたため、
第 4 位のキリンビバレッジの生茶を選んだ。そして、以下のように調査を行った。 
「キリンビバレッジの生茶はみずみずしいおいしさ、青々しい香りとお茶の甘みやう
まみを活かした製品として広く支持されています。あなたは生茶をどの程度購入した
いと考えますか。」という質問に 7 点尺度のリッカート法(1=全く買いたくない、7=非
常に買いたい)で被験者全員に回答してもらった。 
(3) グループ別調査 
「キリンビバレッジが生茶を対象に CRM キャンペーンを行っており、あなたがそ
の生茶を購入する。購入代金の一部がキャンペーンに役立てられる。」という架空のシ
ナリオを各グループに対して以下のように設定し、選択権の与えられたグループには
選択を行ってもらった後、全員に生茶に対する購買意欲(1=全く買いたくない、7=非常
に買いたい)、コーズに対する貢献認識(1=全く貢献していない、7=非常に貢献してい
る)それぞれ 7 点のリッカート法で回答してもらった。 
 グループ 1：選択権無し 
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「同社は社会貢献にも真剣に取り組んでおり、実績を上げています。現在、期間
限定でこの生茶の売上については 1 本(500ml、50 円)つき、10 円を UNHCR (国
連難民弁務官事務所)に寄付し、難民支援に役立てるというキャンペーンを行って
います。」 
 グループ 2 ：キャンペーン選択 
「同社は現在、期間限定で生茶の売上につき 2 つのキャンペーンを実施しています。 
参加したいと思うキャンペーンに○をつけてください。」 
1) 生茶 1 本(150 円)売上につき 5 円の割引 
2) 生茶 1 本(150 円)売上につき 10 円が UNHCR（国連難民高等弁務官事務所）に寄
付され、難民支援に役立てられる。 
 グループ 3：コーズの種類選択 
「同社は社会貢献にも熱心に取り組んでおり、実績をあげています。現在は期間限定
で、この生茶の売上 1 本(500ml、50 円)たり 10 円をあなたが選択した 1 つのチャリテ
ィーに寄付し、支援に役立てるというキャンペーンを行っています。支援したいチャ
リティーを選択して数字に○をつけてください。」 
1) ピンクリボン(乳がん撲滅運動)を通じた健康維持活動 
2) UNHCR(国連難民高等弁務官事務所)を通じた難民支援 
3) キッズドアを通じて日本国内の困窮家庭に暮らす子供を支援 
4) 国際 WFP 協会(国際連合世界食糧計画)を通じた途上国支援 
 グループ 4：コーズの種類とその支援手段を選択 
「同社は社会貢献にも熱心に取り組んでおり、実績をあげています。現在は期間限定
で、生茶の売上 1 本(500ml、150 円)あたり 10 円をあなたが選択した 1 つのチャリテ
ィーに寄付し、あなたが適切だと考える方法で支援するというキャンペーンを行って
います。」 
グループ 4 はグループ 3 と同様、支援したいチャリティーを 1 つ選択してもらった後、
それに対応する支援方法を選択してもらった。例えば、ピンクリボン(乳がん撲滅運動)
を選択した人には、「無料のマンモグラフィー検査」、「乳がんの母親を持った子供への
経済的支援」、「女性放射線技師の育成」、「自治体へのマンモグラフィー機器寄贈」の
うちから支援手段を 1 つ選択してもらった。  
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第 7 章 仮説の検証 
第 5 章では第 4 章までの先行研究を踏まえて仮説を設定し、第 6 章ではその仮説を
検証するための調査方法について述べた。本章では、第 6 章の調査結果を利用し、仮
説の検証を行う。 
1. 仮説検証の方法 
まず、選択型 CRM が消費者の CRM 製品購買意欲に与える影響そのものを測るため
に、「社会的取り組みへの関心度」と「製品に対する事前態度」について、4 グループ
間に差があるか否かを一元配置分散分析で明らかにした。その上で、仮説 1～4 を検証
するために、キャンペーン選択・コーズ種類選択・コーズ手段選択のそれぞれを行っ
た場合を「1」、行わなかった場合を「0」というダミー変数に置き換え、パス解析を行
った。 
 
2. 社会的取り組みへの関心度について分散分析 
社会的取り組みに対する関心度」については、5 つの質問項目の合計点を対象とし、
各グループの平均に差があるか否かを分散分析によって確認した。 
グループ統計量の結果は以下図 7-1 の通りである。 
図表 7-1 社会的取り組みへの関心度についての記述統計 
 
 グループ 1 の平均値＝24.3929 
 グループ 2 の平均値＝24.9815 
 グループ 3 の平均値＝23.5258 
 グループ 4 の平均値＝23.8866 
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図表 7-2 社会的取り組みの関心度についての等分散性の検定 
 
等分散性の検定によって、各グループの母分散は等しいということを確認した上で、
各グループの差の検定を行う。 
図表 7-3 社会的取り組みの関心度についての有意確率 
 
上記に示すとおり、P 値＝0.345 となり、5％水準で有意でなかったため、帰無仮説
「H0：4 グループの社会的取り組みに対する関心度に差は無い」は棄却できない。つ
まり、4 グループの社会的取り組みに対する関心度に差はないという結果になった。 
                                                                                 
3. パス解析（仮説１～６の検証） 
(1) ダミー変数への置き換え 
被験者は前述したように、CRM キャンペーンの参加パターンによってグループわけ
を行った。 
 グループ 1：選択権無し 
 グループ 2：キャンペーン選択あり 
 グループ 3：コーズ種類選択あり 
 グループ 4：コーズ種類選択・コーズ手段選択あり 
  
分散分析 
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図表 7-7 ダミー変数への変換 
グループ キャンペーン選択 コーズ種類選択 コーズ手段選択 
1 なし なし なし 
2 あり なし なし 
3 なし あり なし 
4 なし あり あり 
 
 
 
 
グループ キャンペーン選択 コーズ選択 コーズ手段選択 
1 0 0 0 
2 1 0 0 
3 0 1 0 
4 0 1 1 
 
(2) 分析モデルの適合性 
(1)で示したように、ダミー変数に置き換えた後、図 7-8 のようなパス図を描き、パス
解析を行った。その結果、分析モデルの適合性を検討すると、図 7-9 のようになった。
CFI＝0.259、RMSEA＝0.542 であり、モデルの適合度はあまり良くないが、本研究の
目的は各パスの有意性を確認し、パスの強さを比較することにあるため、本モデルを
採用する。  
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図表 7-8 本研究におけるパス解析モデル 
 
 
図表 7-9 分析モデルの適合指標 (n＝332) 
 
 
(3) 分析モデルの推定値の要約とその分析 
各変数間の重要な係数（標準化係数）を表に示したとおり、全ての構成概念間パスの
有意性が確認された。貢献認識に最も大きなプラスの影響を与えているのはキャンペ
ーン選択（0.58、p<0.01）であった。コーズ手段選択(0.244、0.05<p<0.1)によるプラ
スの影響も有意性が確認された。しかし、コーズ種類選択(－0.328、0.05<p<0.1)から
貢献認識へのパスはマイナスの影響で有意となった。  
カイ 2 乗 自由度 確率 CFI RMSEA 
222.597 6 0.000*** 0.259 0.542 
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図表 7-10 分析モデルの推定値 (n=332) 
 
4．調査結果のまとめと考察 
(1) 調査結果のまとめ 
 本章においては仮説を検証すべく、本調査の結果をもとに分析を行った。その結果
をあらためて以下の図 7-11 にまとめる。  
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図表 7-11 調査結果のまとめ 
 本研究における仮説 検証結果 
仮説 1 消費者がキャンペーンにおいて購買代金の
一部を割引に充てるか、寄付に充てるかを選
択できる場合、選択権無く CRM キャンペー
ンに参加させられる時と比較してコーズに
対する貢献認識は強くなる。 
支持 
仮説 2a CRM キャンペーンにおいて消費者が寄付を
したいコーズの種類を選択できる場合、コー
ズがあらかじめ決まっている時と比較して、
コーズに対する貢献認識は強くなる。 
支持されず 
仮説 2b CRM キャンペーンにおいて消費者が寄付を
したいコーズの種類とその支援手段を選択
できる場合、コーズがあらかじめ決まってい
る時と比較して、コーズに対する貢献認識は
強くなる。 
支持 
仮説 2c CRM キャンペーンにおいて消費者が寄付を
したいコーズの種類とその支援手段を選択
できる場合、コーズの種類だけ選択できる時
と比較して、コーズに対する貢献認識は強く
なる。 
支持 
仮説 3 消費者にとって「割引か寄付か」というキャ
ンペーン選択ができる場合、CRM キャンペ
ーンにおいてコーズの種類や支援方法を選
択できる時と比較してコーズに対する貢献
認識は強くなる。 
支持 
仮説 4 選択によって消費者のコーズに対する貢献
認識が強まることにより、CRM 製品に対す
る購買意欲も高まる。 
支持 
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検証の結果、仮説 2aのみ支持されず、残りの 5つの仮説は支持される結果となった。
以上の仮説の検証結果を踏まえ、支持されなかった仮説 2a を中心に考察を行う。 
(2) 考察 
本論文の目的は、CRM キャンペーンに関して消費者にどのような選択の機会を与え
ることが、消費者の貢献認識の強化と CRM 製品購買意欲の向上に影響するかを考察
し、効果的な選択型 CRM の方法を提示することである。その目的に照らし合わせて、
第 5 章まででは先行研究の考察を通し研究仮説を導出し、第 6 章では 6 つの仮説を考
察するための調査方法を提示し、第 7 章では、調査結果を用いた実証研究を行った。
そして以下の 4 つの示唆が得られた。 
 キャンペーン選択は、消費者の貢献認識にプラスの影響を与える。 
 コーズ選択は、消費者の貢献認識に影響を与える。ただし、プラスの影響にする
には選択のさせ方が重要である可能性が高い。その選択のさせ方の一つとして、
「コーズの種類とその支援手段を段階的に選択させる」という方法が考えられる。 
 キャンペーン選択のほうが、コーズ選択よりも消費者の貢献認識に与えるプラス
の影響が大きい。 
 キャンペーン選択やコーズ選択によって消費者の貢献認識が強くなることにより、
CRM 製品に対する購買意欲も高くなる。 
特筆すべきは、寄付をしたいコーズの種類とその支援手段を消費者に選択させた場
合は、選択の機会を与えない場合と比較して、消費者の貢献認識にプラスの影響が確
認されたのに対し、寄付をしたいコーズの種類だけを選択させた場合は、貢献認識に
マイナスの影響が確認されたことである。このような貢献認識への影響の違いについ
ては第 4 章の仮説 3 の導入部分で述べた「選択の代償」によって説明がつくと考えら
れる。すなわち、消費者がコーズを「絶対的価値だ。(どのコーズも重要であることに
変わりはない。)」と考えているにも関わらず、相対的に比較し、寄付をする対象を選
ばなければならない状況に置かれたことによって、選択しなかった対象に対してネガ
ティブな感情をもち、貢献認識の低下につながってしまったということである。 
しかし、そうすると消費者がコーズの種類とその支援手段を選択した場合に、同様
の結果にならなかったことの説明がつかない。この点に関しては、第 4 章仮説 3 の導
入部分の実験に続いて行われた、あと 2 つの実験によって考察することができると考
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えられる。 
第 4 章仮説 3 導入部分で紹介した実験は、「親が、危篤状態のわが子の延命処置の継
続・中止を決定する場面に直面する」というシナリオの下、以下の 3 つのシチュエー
ションにおいて「延命治療の中止」という決定に対してどの程度「最良の判断だった」
という確信を持てるかと、困惑や憤慨といった否定的感情をどの程度持つかを調査し、
比較したものだった。再度、その 3 つと結果を示す。 
① 情報無し・選択権無し 
延命治療を継続すること、中止することによるメリット・デメリットが詳しくは親
に説明されず、医師が延命治療の中止を決定する。 
② 情報有り・選択権無し 
延命治療を継続すること・中止することによるメリット・デメリットが詳しく親に
説明されるが、医師が延命治療の中止を決定する。 
③ 情報有り・選択権有り 
延命治療を継続すること・中止することによるメリット・デメリットが詳しく親に
説明され、親が自分で延命治療の中止を決定する。 
結果、被験者にとっては情報の有り・無しに関係なく、選択権のある場合のほうが
無い場合よりも「選択結果が最良の判断だった。」という確信度が高かったにも関わら
ず、選択権のある場合の方が無い場合よりも選択結果に対する否定的感情が強かった。 
この結果について Iyengar(2012,p.282-283)は次のように述べ、2 つの実験を行って
いる。 
この結果を詳しく検証するために、わたしたちは非選択者のシナリオを変更して、
医師が治療の継続を決定したことにした。このとき、非選択者と選択者は、判断に
対する確信の強さは同じだったが、やはり選択者のほうが否定的感情を強く持って
いた。つまり、否定的感情の大きさを決定する要因は、治療の中止または継続とい
う実際の決定に対する確信の強さではなく、むしろこの状況をもたらしたのが自分
であるという認識、子どもの死や苦しみを直接もたらした原因が自分にあるという
認識にあるように思われた。 
因果関係に対する認識がカギを握るということは、この研究で行ったもう 1 つの調
査によって立証された。このときのシナリオでは治療中止を、専門家が推奨する選
択肢として協力者に提示した場合、どのような影響があるかを検証した。選択者と
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非選択者の 2 つの集団に、医師のコメントとして、次の一文を加えたシナリオを読
み直してもらった。「われわれの意見では、治療を中止するしか方法はありません」
医師が治療中止を単なる選択肢の 1 つとしてではなく、医学的に望ましい選択とし
て提示したとき、大きな変化があった。選択者と非選択者の否定的感情に違いが見
られなくなったのだ。このような形でシナリオを修正することで、2 つの集団間に
あった、否定的感情の大きな違いをぬぐい去ることができたのである。この発見は、
重大な意味を持っている。第一に、医師が望ましい選択肢をはっきり示すことで、
困難な決定を担う人たちの負担を軽減できる可能性を示している。第二に、難しい
選択の全責任または主要な責任を担わされる人たちの心や良心にのしかかる重圧
がどれだけ大きいかを、この調査に限らず、ジュリーのシナリオを用いたすべての
調査が明らかにしている。 
しかし、一方でジュリーのシナリオにおいて非選択者に対して問われた「自分で判
断を下したかったか」という設問には「自分で判断したかった」という傾向が強いよ
うで、人はいかなる状況においても選択の可能性を手放したくないのだということが
明らかになっている。したがって、人にこのような絶対的価値を相対的に判断させ、
選択を迫る場合には、選択肢を与えるだけではなく、「選択が正しかった」という太鼓
判が必要だということになる。 
本研究においては、コーズの種類と支援手段を選ばせたケースにおいて、支援手段
の選択が、太鼓判の役割を果たしていると考えられる。コーズの種類選択の場合は、1
つを選ぶと他のコーズが全く支援されないというネガティブな意識が働き得るのに対
し、支援手段についてはどれを選択しても、選択したコーズに対してプラスの影響を
もたらすものであるので、消費者がポジティブな意識を持ちやすいのだと考えられる。
したがって、コーズの選択においてはただ選択肢を提示すれば消費者の貢献認識・購
買意欲の向上が図れるということではなく、選択のさせ方が非常に重要であると考え
られる、その方法の 1 つとして本研究では、寄付をしたいコーズの種類とその支援手
段を段階的に消費者に選択させることが有効だという可能性を示すことができた。   
67 
 
第 8 章 総括 
本論文の終章においては総括として、本研究のまとめ、貢献について述べる。それら
を踏まえて、今後の課題について述べる。 
1. 研究のまとめ 
本研究は、「企業の社会的取り組みは望ましいと思う。しかし、望ましいからといっ
て、私は敢えてその企業から製品を買おうと思うか。」という私自身の疑問から端を発
したものだった。高岡(2007)では、企業の社会的取り組みに対する意識と行動につい
て以下のように言及している。 
三井情報開発が 2003 年に行った調査によると、消費者が環境製品を購入しない理
由として①「どのような環境配慮商品があるのかわからない」(48%)、「種類が少
ない」(39%)、「本当に環境に良いものかどうか、信用できない」(29%)が挙げられ
ている。また、goo リサーチの調査では、企業の社会貢献活動を評価しない理由で
もっとも多いのが「活動の内容が見えないから」(43.2%)である。「消費者の環境
/CSR する意識と行動」は 4 つに分けられると見ている。①環境/CSR に対する意
識がまだ低く、環境/CSR 製品の購入や企業の CSR 活動を評価することができな
い人々、②意識はまだ低いが、企業のコミュニケーションを受け止めて CSR 製品
を購入する人々、③すでに環境/CSR への意識が高く、CSR 活動やその企業を評
価し、積極的に行動(選別購入)る、LOHAS(ロハス)やグリーンコンシューマーと
呼ばれる人々、④意識は高いが、企業の CSR 活動を評価したり、環境/CSR 製品
を積極的に購入することがない人々、である。専門家の間では、日本人の 3 割が 4
番目の消費者だと言われている。環境配慮より価格やデザインを優先する消費者
の姿や、B to B なら納期や担当者との継続性を重視するケースは、容易に想像で
きる。環境への意識が高い彼らに行動させる(環境製品の購入や CSR 活動を評価
してもらう)には、どのようなコミュニケーションが必要なのだろうか。 
つまり、消費者の意識と行動は必ずしも一貫していないということだ。 
しかし、CRM についての既存研究では企業の支援動機の正当性や、コーズと企業の
事業内容の一致度などに焦点をあて、消費者の意識と行動を論理一貫したものとして
捉えようとするものが多かった。そこで本研究においては「自ら選択することによっ
て選択結果を高く評価する」という、人が誰しも本能的に持っている傾向を CRM に
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取り入れて考察した Stefanie et al.(2012)の研究に着目した。その上で、CRM におい
て消費者にどのような選択を行わせることが CRM 製品購買意欲の向上に最も有効な
のかという点を具体的に検証した。結果、割引と寄付のどちらのキャンペーンに参加
するかを消費者に選択させることが最も有効であるということが明らかになった。ま
た、寄付をしたいコーズの内容を選択させる場合には注意を要する可能性も示された。
製品選択の場合とは異なり、コーズは「どれも重要だ(絶対的価値だ)」という認識がさ
れやすいと考えられ、それを消費者に相対的に判断させることは、選択結果、ひいて
は CRM 製品購買意欲にマイナスの評価を与えてしまう可能性が高い。したがって、
この可能性を回避しつつ CRM 製品購買意欲の向上を図れるコーズ選択の方法として
は、寄付をしたいコーズの種類(「ピンクリボン運動を通じた健康維持活動」等)とその
コーズの支援手段(「自治体へのマンモグラフィー機器寄贈」等)を段階的に消費者に選
択させるという方法が有効であるということを提示した。 
2. 研究の貢献 
 学術的な貢献は、選択型 CRM における選択方法のバリエーションについて初めて
実証的に検証を行った研究であることだ。また、Stefanie et al(2012)の研究で確認さ
れた「消費者のコーズに対する貢献認識が強まることにより、CRM 製品購買意欲が高
まる」という効果をいくつかの選択方法をもって改めて確認したことにより、現在は
まだ数少ない選択型CRMというCRMマネジメントの方法について研究意義を示した
点で意義があると考えられる。 
 一方、実務的貢献は、先行研究と比較して「CRM において消費者に選択をさせる。」
という非常にシンプルな CRM マネジメントの方法を具体的に示した点である。現在
実施されている選択型 CRM の例は多くはないが、インターネット上で実施されてい
る。インターネットによって、企業にとっては情報を提示できる場が広まり、消費者
は能動的に気軽に情報を得られるようになった。選択型 CRM という消費者の主体的
な CRM 参加のあり方は、このような時代に即した、検討する価値のある CRM である
と考える。 
 
3. 今後の課題 
本研究は、消費者の CRM 製品購買意欲向上にとって効果的な選択型 CRM の内容を
明らかにすることを念頭に行った。結果的に、消費者にキャンペーン選択をさせるこ
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と、コーズ種類とその支援手段を段階的に選択させることが効果的だということがわ
かり、一応の目的は達成することができた。 
しかし問題点も明らかになった。消費者に寄付をしたいコーズ種類を選択させること
によって CRM 製品購買意欲にプラスの影響があると仮説を立てていたため、マイナ
スの影響があったことについてはあくまで考察にとどまってしまった点である。本研
究ではコーズという絶対的価値を消費者に相対的に判断させることによって貢献認識
にマイナスの影響が及び、購買意欲にもマイナスの影響があったと考察したが、調査
方法の一部を変更することによって、このマイナスの影響の要因が明確になるかもし
れない。本研究では「選択内容の自由度が高まるほど、消費者のコーズに対する貢献
認識が強まり、CRM 製品購買意欲も高まる。」という考えに基づき、消費者がコーズ
種類選択のみを行う場合(1 段階)とコーズ種類とその支援手段を段階的に選択する場
合(2 段階)という形で自由度の高さが異なる状況を設定し、効果を比較した。今後の調
査方法としては、コーズ種類のみの選択(1 段階)を Guliver の例のように支援方法のみ
の選択(1 段階)に変更して行うということが考えられる。支援方法のみの選択の場合、
どの支援方法を選択しても何らかの団体が支援されるということに変わりはないため、
コーズ種類を選択させた場合のような「たった一つのコーズしか支援できず、他のコ
ーズは支援できなかった。」という選択に伴う否定的感情を喚起しにくいと考えられる
からである。これによって消費者のコーズに対する貢献認識にプラスの影響があれば、
「効果的な選択型 CRM を行うにあたっては、単に選肢の自由度をあげるというより、
選択のさせ方が重要だ。」という示唆の確信度が増すかもしれない。 
 また、調査票の問題も考えられる。実際、コーズの提示にあたっては広告が用いら
れるケースが多くあるが本研究においては広告を用いなかったため、コーズ種類のみ
を提示された場合、具体的にコーズを想像しにくかったことが消費者にとって「複雑
な選択だ。」という認識につながり、貢献認識にマイナスの影響を及ぼしたかもしれな
い。したがって今後は、広告を用いて調査票を作成するなど消費者にとってより現実
味のある状況を設定する必要性があると考えられる。  
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添付資料 1:事前調査で用いた質問票 
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添付資料 2:本調査で用いた質問票(グループ 1) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 同社は社会貢献にも熱心に取り組んでおり、実績を上げています。現在、期間限定
で、この生茶の売上については１本（５００ｍｌ、１５０円）につき１０円をＵＮ
ＨＣＲ（国連難民高等弁務官事務所）に寄付し、難民支援に役だてるというキャン
ペーンを行っています。 
 
【設問２】上記のキャンペーンが実施されている現在、あなたは生茶をどの程度購入し
たいと考えますか。ご自身の考えに近いものを数字に○をつけてお答えくだ
さい。 
全く買いたくない [１-２-３-４-５-６-７] 非常に買いたい 
 
【設問３】上記のキャンペーン中にあなたが生茶を購入したとしたら、自分はどの程度
コーズに貢献したと思いますか。ご自身の考えに近いものを数字に○をつけ
てお答えください。 
全く貢献していない [１-２-３-４-５-６-７] 大いに貢献している 
 
 
 
 キリンビバレッジの「生茶」はみずみずしいおいしさ、青々しい香りとお茶の甘み
やうまみを活かした製品として広く支持されています。 
 
【設問１】あなたは生茶をどの程度購入したいと考えますか。ご自身の考えに近いもの
を数字に○をつけてお答えください。 
 
全く買いたくない [１-２-３-４-５-６-７] 非常に買いたい 
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添付資料 3:本調査で用いた質問票(グループ 2) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 キリンビバレッジの「生茶」はみずみずしいおいしさ、青々しい香りとお茶の甘み
やうまみを活かした製品として広く支持されています。 
 
【設問１】あなたは生茶をどの程度購入したいと考えますか。ご自身の考えに近いもの
を数字に○をつけてお答えください。 
 
全く買いたくない [１-２-３-４-５-６-７] 非常に買いたい 
 
 キリンビバレッジは現在、期間限定で「生茶」の売り上げにつき、２つのキャンペ
ーンを実施しています。 
 
【設問２】参加したいと思うキャンペーンに○をつけてください。 
１．生茶一本（１５０円）の売り上げにつき、５円の割引。 
２． 生茶一本（１５０円）の売り上げにつき、１０円がＵＮＨＣＲ（国連難民高等弁務
官事務所）に寄付され、難民支援に役だてられる。 
 
【設問３】上記のキャンペーンが実施されている現在、あなたは生茶をどの程度購入し
たいと考えますか。ご自身の考えに近いものを数字に○をつけてお答えください。 
 
全く買いたくない [１-２-３-４-５-６-７] 非常に買いたい 
 
【設問４】上記のキャンペーン中にあなたが生茶を購入したとしたら、自分はどの程度
コーズに貢献したと思いますか。ご自身の考えに近いものを数字に○をつけてお答えく
ださい。 
 
全く貢献していない [１-２-３-４-５-６-７] 大いに貢献している 
 
 
73 
 
添付資料 4:本調査で用いた質問票(グループ 3) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 キリンビバレッジの「生茶」はみずみずしいおいしさ、青々しい香りとお茶の甘みや
うまみを活かした製品として広く支持されています。 
 
【設問１】あなたは生茶をどの程度購入したいと考えますか。ご自身の考えに近いものを
数字に○をつけてお答えください。 
 
全く買いたくない [１-２-３-４-５-６-７] 非常に買いたい 
 
 同社は社会貢献にも熱心に取り組んでおり、実績を上げています。現在は期間限定で、
この生茶の売上１本（５００ｍｌ、１５０円）あたり１０円をあなたが選択した１つ
のチャリティーに寄付し、支援に役立てるというキャンペーンを行っています。 
【設問２】支援したいチャリティーを選択して数字に○をつけて下さい。 
１．ピンクリボン（乳がん撲滅）運動を通じた健康維持活動 
２．ＵＮＨＣＲ（国連難民高等弁務官事務所）を通じた難民支援 
３．キッズドアを通じて日本国内の困窮家庭に暮らす子供を支援 
４．国際ＷＦＰ協会（国際連合世界食糧企画）を通じた途上国の支援 
【設問３】上記のキャンペーンが実施されている現在、あなたは生茶をどの程度購入した
いと考えますか。ご自身の考えに近いものを数字に○をつけてお答えください。 
全く買いたくない [１-２-３-４-５-６-７] 非常に買いたい 
【設問４】上記のキャンペーン中にあなたが生茶を購入したとしたら、自分はどの程度コ
ーズに貢献したと思いますか。ご自身の考えに近いものを数字に○をつけてお
答えください。 
全く貢献していない [１-２-３-４-５-６-７] 大いに貢献している 
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添付資料 5: 本調査で用いた質問票(グループ 4) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 キリンビバレッジの「生茶」はみずみずしいおいしさ、青々しい香りとお茶の甘みや
うまみを活かした製品として広く支持されています。 
【設問１】あなたは生茶をどの程度購入したいと考えますか。ご自身の考えに近いものを
数字に○をつけてお答えください。 
全く買いたくない [１-２-３-４-５-６-７] 非常に買いたい 
 
 同社は社会貢献にも熱心に取り組んでおり、実績を上げています。現在は期間限定で、
この生茶の売上１本（５００ｍｌ、１５０円）あたり１０円をあなたが選択した１つ
のチャリティーに寄付し、あなたが適切だと考える方法で支援するというキャンペー
ンを行っています。 
【設問２】支援したいチャリティーを選択して数字に○をつけて下さい。 
１． ピンクリボン（乳がん撲滅）運動を通じた健康維持活動(→設問３のＡへ) 
２． ＵＮＨＣＲ（国連難民高等弁務官事務所）を通じた難民支援（→設問３のＢへ） 
３． キッズドアを通じて日本国内の困窮家庭に暮らす子供を支援（→設問３のＣへ） 
４． 国際ＷＦＰ協会（国際連合世界食糧企画）を通じた途上国の支援（→設問３の
Ｄへ） 
【設問３】ご自身の選択したチャリティーの支援手段として望ましいと考えるものを選
び、数字に○をつけて下さい。 
Ａ．ピンクリボン運動を通じた健康維持活動 
    １．無料のマンモグラフィー検査 
  ２．乳がんの母親を持った子供への経済的支援 
  ３．女性放射線技師の育成 
  ４．自治体へのマンモグラフィー機器寄贈 
 Ｂ．ＵＮＨＣＲ（国連難民高等弁務官事務所）を通じた難民支援 
１．日用品の支給  
２．ＨＩＶ/エイズ予防啓発活動（予防ワクチンや検査機器の費用） 
３．一時避難所の設置（暴力などの危険にさらされた場合の避難所の設置） 
４．食糧や水の支給 
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Ｃ．キッズドアを通じて日本国内の困窮家庭に暮らす子供を支援 
１．児童施設への寄付 
２．被災者向け無料の公立高校受験対策講座［タダゼミ］による学習支援 
３．児童養護施設やひとり親家庭の子供へのお菓子教室（心理的に傷を負った子供の 
健やかな成長を楽しいイベントで支援する） 
４．困窮家庭向け高校進学奨学金 
 
Ｄ．国際ＷＦＰ協会（国際連合世界食糧企画）を通じた途上国の支援  
１．学校給食の支給  
２．紛争や自然災害の際の緊急支援  
３．果樹木の植樹 
４．技能や技術を学ぶ対価として食糧を支給（技術や技能を必要とする労働の対価 
として食糧を支給することで、自立的に食糧を手に入れる能力を身に着けさせる。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【設問４】現在あなたは生茶をどの程度購入したいと考えますか。ご自身の考えに近いも
のを数字に○をつけてお答えください。 
全く買いたくない [１-２-３-４-５-６-７] 非常に買いたい 
 
【設問５】現在あなたが生茶を購入したとしたら、自分はどの程度コーズに貢献したと思
いますか。ご自身の考えに近いものを数字に○をつけてお答えください。 
全く貢献していない[１-２-３-４-５-６-７] 大いに貢献している 
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添付資料 6:本調査で用いた「社会的取組みに対する関心度」についての質問票 
(全グループ共通) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
あなたの考えに近いものを数字に○をつけてお答えください。 
 社会問題にとりくんでいる企業の製品に対しては（そうでない企業の製品と比較し
て、）より多くのお金を払おうと思う。 
全く思わない [１-２-３-４-５-６-７] 非常にそう思う 
 買い物をする時に、その製品を扱う企業の倫理的な評判を考える。 
全く思わない [１-２-３-４-５-６-７] 非常にそう思う 
 非倫理的な行動をしている企業から製品を買うのは避ける。 
全く思わない [１-２-３-４-５-６-７] 非常にそう思う 
 私たちの社会をより良くするために注意を払っている企業から製品を買う際は、（そう
でない企業の製品を買うときと比較して）多くのお金を払おうと思う。 
全く思わない [１-２-３-４-５-６-７] 非常にそう思う 
 もし２つの製品の価格と品質が同じならば、社会的責任について評判を得ている企業
から製品を買う。 
全く思わない [１-２-３-４-５-６-７] 非常にそう思う 
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「あなたなら何をやっても心配ないよ」と信じて応援してくれた母と祖父、そして天
国の祖母がいたからこそ、大学院生活を全力で乗り切ることができました。 
 私は、ここで得た学びはもちろん、多くの素敵な方たちと出会えたことに本当に感
謝しております。これからもこの学びと、出会いを大切にしていきたいと思います。 
 そしてこれからは、私が、家族や私に関わる皆様の強い支えになれるよう、精進い
たします。 
